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巻 頭 言

電気技術者の役割と責務

昭和 49 年卒　西日本電気システム株式会社　代表取締役社長　細　野　文　雄

今回、誉れ高い京都大学電気関係教室技術情報誌の巻頭言執筆のご依頼を賜
り、浅学非才の私にとって、まさに栄光の洛友会関西支部長就任以上に驚天動
地の要請であり、責任の重大さを非常に感じつつ筆を執っている。そのような
中、スウェーデンのカロリンスカ研究所が 2012 年のノーベル医学生理学賞を、
生物のあらゆる細胞に成長できて再生医療の実現につながる iPS 細胞を初めて
作製した山中伸弥 iPS 細胞研究所長に贈るとの発表に、さらなる驚きと喜びを
感じている。日本人のノーベル賞受賞は 10 年に化学賞を受けた根岸英一・米

パデュー大学特別教授と鈴木章・北海道大学名誉教授以来 2年ぶり 19 人目の快挙で、京都大学の卒業
生として自分のことのように晴れがましい感がある。
私が電気工学を志したのは、その後何度も味わうことになる挫折がその理由である。発端はオイラー
の公式に出会ったことであるが、その美しさに大変惹かれたものの、証明については何日間費やしても
理解不能で、私が数学の世界には向いていないことを否応なく実感した。しかしながら、子供の頃から
数学以上にラジオやモーターなど電気製品の分解や組み立てが好きだったことや、ゲルマニウムラジオ
が組み上がると電波の力とはいえ電気もないのに何故かイヤホンに声が流れることの奇妙さ、やたら数
式の多い電子回路設計と数式通り組み立てるとその通りに動くことの不思議さに惹かれたこともあり、
数学の世界と大きく結びついた電気の世界を歩もうと決め、自分のいい加減な性格等も勘案して京大の
電気系学科を志望した。
生まれてからこれまでの間、わが国は高度経済成長の道をひたすらに歩み、大学紛争や公害といった
負の側面はあったものの、今日よりは明日への希望を持って努力すれば明るい未来が待っているとの大
方のコンセンサスのなかで生きてきた。電気工学を志した私たちもこれからは電気が大事で、努力すれ
ば、電気の技術を発展させれば明るい未来が拓かれ、世の中に大きく貢献できると信じて色んなことに
チャレンジし邁進してきた。そして、パワーエレクトロニクス技術や制御技術の発展、高度情報化社会
の到来など確かに過去夢見た以上の成果を挙げてきたが、最近は、急速に進む少子高齢化やグローバル
化など将来を見通せない厳しい世界に突入し、最も重要なインフラである人口の減少と高度経済成長の
負の遺産は、地域崩壊や認知症高齢者・引きこもり・自殺者の急増、雇用不安定で自活できない中高年
層の増加など生活環境の厳しさを引き起こしている。そのような中で我が国がこれまでと同様に持続的
な経済発展を実現していくためには、苦しみながらでも今までの生活システムや考え方を根本から変え
ていくことが必要で、そこでは私ども電気系技術者に求められる役割と責務はこれまで以上に大きなも
のになると考える。
さて、私は国鉄入社から 40 年近く鉄道事業に携わってきたので、ここで鉄道における電気技術者の
役割について紹介する。日本の鉄道は、旅客及び貨物の大量輸送機関として JR と民鉄を合わせ 27，
000kmを越える路線ネットワークを構成し、列車乗務員や運行管理に係わる指令員と駅員、車両・施設・
電気等様々な分野の技術者が、相互に連携しながら安全・快適な輸送サービスを提供している。電気の
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技術者は、列車の衝突や脱線等を防ぎ安全な列車運行を確保する「信号保安」、業務や旅客サービスに
必要な情報を伝達する「通信」、電鉄変電所から送り出された電気を電車に供給するための「電車線」、
電力会社からの電気を鉄道事業で使うために変成する「変電」、信号保安設備・通信設備・自動改札機
等の駅務機器を始めとする諸設備に電気を供給する「配電」といった諸設備の維持・発展の業務を受け
持っている。最近では、先述のような少子高齢化や IT技術の進展・普及などから、運営者のための技
術から利用者・社会のための技術へと急速に変化しており、これまで言わば強者向けにできていた鉄道
を弱者向けに作り変えていくことが主流になりつつある。私たち鉄道技術者は、新幹線をその象徴とす
る高速化、混雑緩和や車両・駅の質的改善による快適性向上、直通運転などによる利便性向上、設備改
良による安全性向上など目覚しい成果を上げてきたが、これからの鉄道は事故による危険の排除といっ
た狭義の安全性を確保することから、安心して利用できる乗り物、分かり易く快適・確実な乗り物への
変化を求められている。鉄道技術者にとっては、鉄道自身の特性をより高めるだけでなく、社会に受け
入れられるコストでそれら社会の要請を実現することが重要で、とりわけ我々電気技術者がその中核的
役割を果たしていくことが強く求められている。IT技術を活用した的確な情報案内やお客様の安全性
確保など鉄道の運営方式や施工方法においても克服すべき多くの変革課題があり、我々鉄道電気技術者
がその牽引的役割を果たしていく必要がある。鉄道技術は長い間の経験工学の集大成であり、特に重要
な安全の技術は、これまでの失敗の蓄積によって成り立っているといっても過言ではない。蓄積された
技術や知識をしっかりと継承・発展させていくことも鉄道の持続的発展のために重要なことで、恒常的
に継承されていく仕組みをさらに整えていくことが必要である。
また、鉄道を進化させてきた技術革新は鉄道技術者だけの成果ではなく、各メーカーの要素技術や大
学の先端技術と知識の総合力により実現されてきたものでもある。大学は、技術者の育成以上に学問と
して体系的に集積されている様々な「技術知識」の提供という役割も大事ではないかと思う。企業の技
術者は、得てして自分の組織論理で物事を考えがちなところがあるが、大学や他業種からの視点と技術
知識が加わることでさらなる新しい価値を生み出し、より一層世の中に貢献ができるものと考えており、
社会の要請に応えていくためにもこれまで以上に産学の連携強化が大事である。我々電気技術者は産学
一体となって、将来を見通せない厳しさの中で我が国が持続的発展をしていく牽引者としての求められ
る役割と責務をしっかり果たしていかなければならないものと強く思いつつ、太陽光発電やクラウド、
ビッグデータといった新分野の技術に悩まされ毎日を過ごしている。
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大学の研究・動向

電磁回路工学の目指すもの

工学研究科　電気工学専攻　電磁工学講座　電磁回路工学
教授　和　田　修　己
准教授　久　門　尚　史
助教　松　嶋　　　徹

1．はじめに
当研究室は 2012 年 7 月に、電気工学専攻の講座名・分野名の変更に伴い、従来の電気システム工学
講座から電磁工学講座に移動し、研究室（分野）の名称を「電気回路網学」から「電磁回路工学」に変
更しました。わずか 2文字の変更ですが、その指向するところは従来のものとはかなり異なります。本
稿では、伝統ある研究室名を何故変えたのか、そして何を目指してゆくのか、述べてみたいと思います。
電磁回路と聞くと、なんだか難しそうな、正体不明のもののような気がされるかもしれません。また、
もしかすると、「なんだか古そうな名前だな」と思われる方もおられるでしょう。しかし我々が目指す
電磁回路工学は、従来の電磁波回路（Electromagnetic Circuit または Electromagnetic Wave Circuit）1

とは異なり、電気回路の分野をさらに発展させる新しい研究分野だと思っています。
電気回路は電気工学・電子工学の基礎となる専門分野であり、回路の設計や特性解析、電気電子シス
テムの構築・実現には無くてはならないものです。当研究室の本年度の広報資料（卒論生向けの案内資料）
には、図 1とともに、最初に下記のように書いています。

『電気回路理論は電気電子工学の基礎ですが、昨今は小さな半導体チップの中に複雑な集積回路シス
テムが入ってしまいます。その設計には、半導体回路設計と素子配置、チップ上配線やパッケージ・回
路基板を含む周囲との電磁的結合まで考慮する必要があります。また電力・通信・制御・計算機などの
ハードウェアシステムの高度高機能化は、デバイス・回路・システムを一体化して扱う新しい理論体系
を必要としています。本研究室では、この要請に答えるために、線形・非線形電気電子回路、アナログ
及びディジタル信号処理回路、デバイスモデリング、パワーシステムなどにおける実際的問題を取り扱

1 たとえば、マイクロ波工学における平面回路や立体回路が代表的な電磁波回路です。

図 1　集積回路とパッケージ・実装・回路設計技術
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い、課題解決のための現象・システムのモデル化、電気現象の解明、新しいシステム設計法とそのため
のアルゴリズムのハード化などを目指しています。』
上記の案内は、分野名称を変更する前のものですが、その分野は広く半導体から電力・通信のための
ネットワークまで含んでいます。また、従来の「回路素子」によって記述する電気回路だけではなく、
回路素子では単純に記述できない電磁的結合も含み、デバイスモデルや新しい材料（メタマテリアル）
の研究も視野に入れています。今回の分野名の変更に伴い、研究室の狙いを「従来の電気回路理論の限
界を打破する」こととして、研究室（分野）の英文名称もElectrical and Electromagnetic Circuit を使
用することにしました。つまり、オームの法則やキルヒホッフより前に立ち戻り、もう一度電磁現象を
回路として記述する方法を考えてみましょう、さらに新しい回路理論の応用を考えましょう、というこ
とです。
当研究室では、現在、下記の課題を取り上げて研究を進めています。
1. 電磁現象を含む回路システムの基礎研究：回路の高周波化に対応するための，現在の回路理論では十
分に記述できない電磁的結合・誘導の効果も含んだ新しい電気回路理論の研究．電流と電荷による回路
の高周波記述法．メタマテリアル等における電磁現象の回路モデル・設計など．
2. 高速高周波回路のモデル化と設計法の研究：「半導体チップ」「パッケージ」「回路基板」の高周波特
性を考慮したモデル化手法の開発と，階層間高周波結合を考慮した連成設計手法の開発など．
3. 電子機器・回路のEMC設計に関する研究：電子回路の電磁雑音低減と周辺回路との不要結合制御の
実現．LSI の低ノイズ設計と電磁特性記述用マクロモデルの開発．ディジタル通信妨害の評価法など．
4. 電力フローの設計：電力・エネルギーの流れの設計・制御・安定性に関する理論と実験．
研究の範囲は、基礎理論から応用までを含みます。たとえば課題 3. は、図 2に示すような、高速ディ
ジタル回路の設計技術・実装技術と電磁波制御技術の両立や、半導体素子やパッケージにおける不要な
電磁結合の制御技術、特性解析のための回路のモデル化技術などを含んでいます。さらには、スマート
フォンなどに代表される高速ディジタル信号処理と電波による通信の両立や、ハイブリッドカーや電気
自動車などの走行のためのエネルギーの制御・車内の電子制御・通信、そして外部との通信・放送の受
信なども、応用分野として含まれます。本稿ではこの中から、先に述べた「電磁回路工学」の基本的な
考え方と、その応用としてのいくつかの具体的な問題につき、なるべく簡単に説明をいたします。

2．電気回路理論と電磁回路工学の背景
従来の電気回路理論とは、そもそもどういうものでしょうか。実は、回路や回路素子に電流が流れた
時の現象を、電流と電圧で記述しようというものです。ところが、「回路素子」とは何かというと、電

図 2　電子機器・回路のEMC設計に関する研究：不要な電磁結合の制御
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気抵抗を持ちエネルギーを消費する抵抗と、電荷を蓄えるキャパシタ、そして磁界を発生して磁気エネ
ルギーを蓄えるインダクタ、その 3種類が基本的な回路素子ということになります。そして、まずは抵
抗に関して、何か「電流の大きさ」と関係のありそうな「電圧」というものが導入されたわけです。（さ
らに、正弦波に関してはこの「電流」と「電圧」の関係としてのインピーダンスが使用されるのは、ご
承知の通りです。）そして、「一定の電流が流れている 2端子素子」である「（集中定数）回路素子」が
定義され、これを組み合わせると「電気回路」ができる、というわけです。
では、周波数が高くなってくると、どうなるでしょうか。実は、もともと静電気で定義された電圧と
いうもの [1] 2 が、物理的に意味を持つのかどうか、怪しくなってきます。実際に意味があるのは、回路
の各部分にある電荷と、その電荷の移動としての電流、および電荷と電流により作られる電界・磁界で
あり、実はすべてMaxwell の方程式で記述される電磁現象です。つまり、電気回路理論とは、電流と
電荷で決定される電磁現象を、抵抗やキャパシタ・インダクタのような「回路素子」というモデルを使っ
て記述したものです。「電気回路は電磁気現象のサブセットだ」などというのは、そういう意味です。
周波数が高くなってくると、電流の速度は有限ですから、非常に短い配線でも「両端の電流」は（電流
がゼロでなければ）かならず異なりますから、そもそもの 2端子素子は厳密には存在しません。そこで、
「有限の長さを十分に短い微小な区間に分割」して式を立てる「分布定数線路」の考え方が出てくるこ
とになります。
図 3(a) に、2 本の平行な金属線で構成される伝送線路の分布定数等価回路を示しています。しかし良
く見ると、何だか妙です。本当に正しい等価回路なのでしょうか。図 3(b) には、実際のプリント回路基
板などで使用される対称な平衡伝送線路を図示しています。配線に電流を流すと、電荷が移動しますか
らこれを線間の容量で表現するのは分かります。（図 3(a) ではこれに誘電体の損失を表すGを追加して
います。）しかし、電流により発生する磁界は、（自己）インダクタンス Lだけではなく、図 3(b) のよう
に線間の磁気的結合すなわち相互インダクタンスMを発生するはずですね。図 3(a) には、この相互イ
ンダクタンスが無いのです。いったい、Mはどこへ行ったのでしょうか。
実は、この一様伝送線路（つまり「金太郎飴」のように長さ方向に変化の無い 2本線路）の等価回路
モデルは、この本来は存在するはずの相互インダクタンスMを「長さ方向には一様で端が無い（無限長）」
という条件で、「単位長さあたりのインダクタンス」に繰り込んでしまっているのです。これでは、配
線を曲げたり、太さや幅を変化させたりすると、正しい表現にはならず、いろいろとマズイことが起き
ます。（たとえば、信号の一部が反射されたり、空間に電磁波として放射されたりします。）
現在、高周波回路の設計においては、スマートフォンに代表されるように、その実装密度は非常に高
くなっており、回路内である方向に十分一様で長い配線を確保することはほとんどありません。また配

2 文献 [1] には、G.S. オームがいかに電圧の概念を形成したのかが書かれています。

図 3　物理現象と電気回路．もともとは、作ったつもりのない「素子」ばかり．
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線のすぐ横や下には別の素子や配線があり、教科書にあるよ
うなきれいな回路にはなりません。最近の回路設計において
は、「回路素子や配線の寸法」が信号の電磁波としての波長
に比べて「十分に短い」（具体的には波長λの 1/14 程度以下）
とみなせ、さらに「素子や配線間の距離」が十分に離れてい
るとみなせる場合を除いては、「電気回路」（あるいは「電子
回路」）として単純に記述することができず、「電磁波」の問
題としてMaxwell の方程式を直接（実際にはコンピュータを
用いて数値シミュレーションで）解析してしまうのが、一般
の方法となっています。多くの場合には、実際の構造を波長
の 1/20 程度以下の細かさに微小に分割して、シミュレーショ
ンを行います。そしてその結果をそのままブラックボックス
として使用するか、あるいは電気的結合を「寄生容量」、磁
気的結合を「寄生インダクタンス」として含む等価回路 3 で表
すのが一般的です。その際には、回路の微細構造や電磁界の
集中などを考慮する必要があるので、前述の 1/20 波長程度
の分割では不十分で、1mmよりもずっと細かく分割した部
分回路で表すので、非常に大規模な回路となってしまい、そ
の解析結果を特性改善にフィードバックすることは非常に困
難です。
現在、ディジタル回路は数 GHz のクロック周波数で
動作するようになっています。また、無線 LANでは
2.5GHz 帯、5GHz 帯の電波が使用され、携帯電話の周波
数も LTE-Aでは 3GHz 以上になります。この帯域では、
図 3(c) に示すように半導体チップ (LSI 4) とパッケージ内
の電磁的結合をいかに制御するかが大きな課題です。当
研究室でも、図 4に示すような半導体パッケージの高周
波モデル化を行い、回路の新しい表現法について検討を
しています。その際には図5に示すように、LSIパッケー
ジと回路基板の間発生する数 pF程度の小さな寄生容量
と配線インダクタンスの共振を、電磁現象としていかに
うまくモデル化するかが大きな課題です [4]。現在我々
は、電磁界の蓄積エネルギーに着目して回路のモデル化
に取り組んでいます。もしかすると当たり前の結果しか
出ないのかもしれませんが、等価回路解析を GHz 帯に
拡張する新たな方法が開発できればと思っています。

3 部分等価回路（PEEC）法（Partial Element Equivalent Circuits）と呼ばれます [2][3]
4 半導体の大規模集積回路（LSIC：Large Scale Integrated Circuit；通常は LSI と呼ばれます）

図 4　半導体パッケージのモデル化

図 5　寄生容量と寄生インダクタンス
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3．高速高周波回路のモデル化と設計法の研究
半導体集積回路 (LSI) を回路基板上に実装する際
の、不要な回路共振と、それによる回路特性の劣
化についても研究しています [5]。この共振は、図
5に示した LSI パッケージと回路基板の間に存在
する寄生容量によるものです。図 6に示すように、
CMOS-IC を搭載したパッケージとその回路基板の
グラウンド間接続の位置を変更して、電源配線か
ら高周波雑音が流入した際の信号波形のタイミン
グの揺れ（ジッタ：jitter）を実測すると、パッケー
ジが寄生結合により共振する周波数で信号劣化が
観測されます。通常のジッタが約 100ps であるの
に対して、共振点 E1 では 306ps、共振点 C1 では
424ps のジッタとなっています。このような不要共
振は、パッケージや基板の設計段階で予測して制
御すべき問題で、その共振の抑圧法についても研
究しています。

4．電気電子システムと回路のEMC設計
電磁回路工学研究室では、半導体の大規模集積
回路（LSI）の回路記述モデルについても研究して
います。高速高周波動作を行うディジタル LSI は、
その本来の信号処理等の機能を果たすために内部
で高速に電流をスイッチングします。その結果発
生する高周波の電流ノイズが、周辺のアナログ回
路や通信用の高周波回路に干渉を発生し、回路の
性能を低下させてしまいます。これを防ぐために、
LSI そのものを低ノイズ化する設計を行う必要が
あり、そのため、LSI 自体の高周波電磁特性を記
述するマクロモデルが必要とされています。当研
究室ではそのための、LECCS モデルと呼ばれるマ
クロモデルを開発しています [6]-[8]。数 100 万～数
億個のトランジスタを含む LSI の特性をそのまま
モデル化すると、あまりにもモデルが大規模にな
りすぎるので、実際の応用回路全体で特性解析を
行おうとすると、解析に時間がかかり過ぎで実用的ではありません。そこで、その高周波特性だけをマ
クロに抽出したモデルが LECCS モデルです。このモデル化の際にも、図 7に示すような、半導体チッ
プの内部や半導体基板自体の内部の寄生結合を含めたモデル化に取り組んでいます。

5．まとめ
電磁回路工学研究室では、ここでご説明した研究以外にも、1節でリストアップした様々な研究に取
り組んでいます。ここでは紙面の都合で、全てをご説明することはできませんが、従来の電気回路理論

図 6　パッケージの共振とジッタの増加

図 7　LSI 内部の寄生結合モデル
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を拡張することを目指している、ということをご理解いただければ幸いです。電気回路は、従来の「設
計通りに作る」ものから「作ったつもりのない寄生結合を制御する」ものに変化しつつあります。GHz
帯でも通用する理論を構築したいと考えています。
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産業界の技術動向

日本の宇宙開発と技術

宇宙航空研究開発機構（JAXA）
小　澤　秀　司

1．はじめに
1955 年のペンシルロケット打ち上げから始まった日本の宇宙開発はその後の 50 年間に世界トップク
ラスの技術を獲得するに至った。2008 年には宇宙基本法が定められ、また 2012 年には宇宙開発体制の
見直しが行われ内閣府に宇宙戦略室が設置され JAXA法も改正された。このように日本として更なる
宇宙開発の推進が図られようとしている。
本稿では日本の宇宙開発のこれまでの歩みを概説するとともに、最近の宇宙航空研究開発機構

（JAXA）における宇宙開発や宇宙技術の現状及び課題について述べる。

2．日本の宇宙開発の歩み
1955 年 4 月東京国分寺市において東京大学の糸川教授が長さ 23cmのペンシルロケットを水平に発射
しロケットの速度、スピン状態、飛翔経路のずれなど基本データを得る実験を行った。この実験が日本
の宇宙開発の始まりとされている。その後カッパーロケットが開発されロケットによる科学観測が行な
われるようになった。さらに 1964 年には東京大学に宇宙航空研究所（ISAS）が設立され人工衛星打ち
上げ計画が進められた。そして 1970 年 2 月日本初の人工衛星「おおすみ」の打ち上げに成功した。
1981 年に ISAS は文部省宇宙科学研究所（英文名は ISAS）として改組され全国の大学の共同利用機関
の役割を果たすようになった。固体燃料を用いたロケットの開発を進め、今までに 33 基の宇宙科学衛
星／探査機を地球周回軌道や惑星間空間に打ち上げ、世界の宇宙科学をリードする数々の成果を上げて
きた。
一方 1964 年に科学技術庁が放送・通信・気象などの実用を目指した宇宙開発を開始し、その実施機
関として 1969 年に宇宙開発事業団（NASDA）が設立された。NASDAは当初自主技術によるロケット
の開発を行い静止衛星の打ち上げを目指していたが、計画変更を行い米国の液体燃料を用いたロケット
（ソーデルタ）の技術を導入したロケットの開発を行った。この結果、1975 年に NASDA初の衛星（き
く 1号）の打ち上げ、1977 年には日本初の静止衛星（きく 2号）の打ち上げに成功した。
その後政府の行政改革の方針によって ISAS と NASDAに加えて航空宇宙技術研究所（NAL）の 3機
関が統合されることになり、2003 年 10 月に新たに独立行政法人「宇宙航空研究開発機構」（英語名
Japan Aerospace Exploration Agency:JAXA）が発足した（図 1参照）。発足直後の 3か月間に地球観
測衛星「みどり II」の機能停止、H-IIA6 号機の打ち上げ失敗、火星探査機「のぞみ」の火星周回軌道
投入失敗という 3つの重大な失敗が起こり、JAXAのみならず日本の宇宙開発全体に大きな影響を与え
ることとなった。
一連の失敗を受け、JAXAは失敗の根絶と信頼性の向上を図りミッションを確実に達成させるための
取り組みを行い、社会からの信頼を回復すべく努力を継続した。
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3．JAXAにおける宇宙開発
2005 年以降 JAXAはロケットの打ち上げに 21 回連続して成功し、打ち上げられた JAXA衛星も 20
基に達し（2012 年 12 月時点）社会からの信頼を回復しその使命を果たしていると言える。またこれら
の衛星を活用して、温暖化・気候変動等の地球環境の観測、災害発生時の被災地域の監視、測位サービ
スの提供など実用的な分野での利用に加えて宇宙科学研究や惑星探査の推進を行っている。また国際宇
宙ステーション（ISS）計画に参加し実験モジュール「きぼう」で宇宙環境を利用した材料実験や生物
実験を行っている。日本人宇宙飛行士の育成にも力を入れており 8人の宇宙飛行士がNASAのスペー
スシャトル搭乗や ISS での滞在機会を得ている。
最近の JAXAの計画・成果について以下に述べる（図 2参照）。

ア）地球観測分野
2008 年に地球温暖化の原因となる「温室効果ガス」の濃度分布を観測し、温室効果ガスの排出量削減
に貢献することを目的とした「いぶき（GOSAT）」が、また 2012 年 5 月には高性能マイクロ波放射計
2（AMSR2）により降水量、水蒸気量、海洋上の風速や水温、陸域の水分量、積雪深度などを観測し地
球の水循環変動の把握に貢献する「しずく（GCOM-W1）」が打ち上げられた。2011 年の 3月の東日本
大震災時には「だいち（ALOS）」が活躍し被災地情報の収集に貢献した。「だいち」は既に運用を停止
しているが 2013 年の打ち上げを目指して後継機（ALOS-2）の開発が行われている。

イ）測位分野
「準天頂軌道」という特殊な軌道に測位衛星「みちびき」が 2010 年に打ち上げられ運用されている。
これは政府が構築しようとしている準天頂衛星システムの第 1号機で、このシステムは当面 4基の衛星
で構成される。完成すれば米国のGPS と互換性のある高精度な測位情報が提供される。

ウ）宇宙科学・惑星探査分野
2010 年 6 月に小惑星「イトカワ」から微粒子を採集した探査機「はやぶさ」が無事オーストラリアに
帰還し世界中の人々に感動を与えた。2010 年に金星探査機「あかつき」は金星周回軌道投入に失敗した
が、2015 年に予定されている再投入を目指して飛行中である。2006 年に打ち上げられた「ひので
（SOLAR-B）」は太陽観測を継続し太陽コロナの解明に貢献している。欧州と共同で水星探査を行う「ベ
ピコロンボ」計画に向けて水星磁気圏を観測する衛星を開発中である。

図 1．日本の宇宙開発の歴史
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エ）ISS 計画
ISS は、地上約 400km上空に建設された、人類史上最大の有人宇宙施設で、その大きさは約 108.5m

× 72.8m とサッカー場とほぼ同じ大きさであり、質量は約 420 トンになる。JAXAは実験モジュール「き
ぼう」を ISS に取り付け微小重力環境や宇宙放射線を利用した実験を行っている。この結果、新薬の開
発に繋がる「たんぱく質結晶の生成」など貴重な成果が出ている。日本人宇宙飛行士も ISS に 4 度長期
滞在し最近では2012年 7月から11月にかけて星出飛行士が約4か月間ISSに滞在した。宇宙ステーショ
ン補給機「こうのとり（HTV）」も既に 3度の物資補給を順調に行っている。

オ）ロケット開発
JAXAは高性能化と低コスト化を目指した次期固体ロケット「イプシロンロケット」の開発を行って
いる。1段目にH-IIA の補助ロケットを、2，3段目には ISAS の開発したM-Vロケットの上段モーター
の改良型を用いており、2013 年の初飛行を目指している。

4．宇宙開発に必要な技術
1）宇宙開発に必要なシステムと技術
宇宙開発の目的は、宇宙機を打ち上げそれに搭載された機器が目的に応じた観測を行い地上にデータ
を送信し、さらにそのデータが処理・加工され地上の事業者や研究者等に利用されて初めて達成される。
そのために必要なシステムは次のように分類される。

①　ロケットや打ち上げのための射場等の宇宙輸送システム
②　地球観測衛星、科学観測衛星、宇宙ステーションなどの宇宙機システム
③　追跡管制やデータ処理のための地上システム

図 2．最近の JAXAの成果
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図 3 に宇宙に必要なシステムを例示する。
これらのシステムを開発、運用・利用するために材料からシステム技術まで広い分野の技術が必要と
なる（図 4参照）。
特にロケットにとってはエンジン技術が重要な技術となる。H-IIA ロケットのエンジンは液体酸素と
液体水素を使ったもので世界でもトップクラスの性能を有している。打ち上げ成功率も 95％を超え欧米
やロシア・中国と肩を並べ世界のトップクラスにある。世界で初めて小惑星からの物資回収を成し遂げ
た「はやぶさ」のイオンエンジンは 4万時間と世界最長の稼働を実現した。宇宙科学の分野ではX線
や赤外線を用いた観測技術で世界的な成果を挙げている。地球観測衛星の分野では L帯の周波数を用い
た合成開口レーダーや降雨レーダー、温室効果ガス観測センサー、マイクロ波放射計など世界最先端の
センサーが開発されている。このようにペンシルロケットから始まった日本の宇宙開発は世界の宇宙先

図 3.　宇宙開発に必要なシステム

図 4.　宇宙技術の構成
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進国の一員としての地位を確保しそれにふさわしい高い技術力を持つに至った（図 5参照）。
2）宇宙技術の特徴　（図 6参照）
宇宙システムは一般のシステムと異なり、少数生産品であり軌道上での故障の修理が難しく原因究明
すらできないケースもある。ロケットの打ち上げ途中での故障や衛星の軌道上での不具合はそのミッ
ションの成否に大きく影響し、社会的に大きなインパクトを与えることもある。一旦このような事態を
招くと原因究明と対策の検討に長い時間が必要となり計画の大幅な遅延を招くことになる。そのため宇
宙システムの開発にあたってはシステムの信頼性が重要視される。　　　　　　　　　　　　
信頼性を確保するためには、日頃から信頼性向上のための取り組みを継続して行っていく必要がある。
最大限の冗長性の確保や不具合発生時の最低限のミッションの確保など、徹底した信頼性設計の実施や
打ち上げ前の地上試験の充実などに加えて、開発時や軌道上での不具合データの蓄積、設計基準の整備
やこれらの情報の JAXA・企業の関係者間での共有などが行われている。

図 5.　日本の代表的な宇宙技術

図 6.　宇宙技術の特徴
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またシステム開発のマネージメントも高信頼性システムの実現には不可欠な要素である。JAXAにお
いて宇宙システムの開発はプロジェクトとして実施されているが、その実施にあたって次のような基本
事項に基づく詳細なプロジェクトの実施要領を作成して開発を行っている。
①　プロジェクトに関する要求事項を定めること
②　明確で達成可能な目標を定めること
③　リスクに対応しつつ、スコープ・スケジュール・リソース（人と資金）等を調和させること
④　関係者間での調整を行い、仕様、計画及び進め方を適応させること
プロジェクトの実施に当たっては段階的に進める方法（PPP：Phased Project　Planning）を採用し

ているが本格的なプロジェクトの開始に先立ちプリプロジェクトと呼ばれるフロントローディング段階
を設け、技術的なリスクの低減を図るとともに費用の見積もり精度を挙げている。
このように大規模で複雑な宇宙システムの開発においては信頼性管理技術に加えてプロジェクト管理
やシステムエンジニアリングも重要な技術である。

3）宇宙技術の課題及び展望
ア）有人宇宙技術
ペンシルロケットから半世紀を経て日本は世界でもトップクラスの宇宙技術を獲得したと言えるが、
これは無人宇宙開発の分野であって有人宇宙開発の分野では米国、ロシアや中国に遅れをとっている。
日本は米国のスペースシャトル計画や国際宇宙ステーション計画に参加し有人宇宙技術の開発に努めて
きたが未だ独自の有人宇宙開発を実施できる技術を有してはいない。本格的な有人宇宙開発に日本が取
り組むのであればロケットの有人化、有人宇宙船、回収システム、宇宙服、空気・水再生システムなど
が必要となりこれらの技術開発が課題である。また最近では米国の呼びかけで月や火星の有人探査を視
野に入れた国際宇宙探査の検討が行われており 14 の宇宙機関が参加している。日本としての将来の月
や火星の探査について明確な計画はないが、JAXAはこの国際検討に参加している。有人月探査などの
ためには月面の環境を考慮した滞在技術や月面着陸、月面探査車などの技術開発も進める必要がある。

図 7．有人宇宙技術 － ISS 計画を通じた技術開発－
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イ）宇宙技術の国際競争力
米国の会社の 2012 年のある調査によると世界の宇宙開発のランキングにおいて日本は米国、欧州、
ロシア、中国についで第 5位となっている。しかし日本のロケットによる海外衛星の商業打ち上げは 1
基にとどまり、日本の衛星メーカが受注した海外衛星は 3基である。国内の衛星通信企業が保有する衛
星 21 基のうち国産衛星は僅か 1基で残りは米国製となっている。このように日本のロケットや衛星企
業はほぼ全て官需によって成り立っていると言える。民需や海外需要拡大が求められている中、世界を
見ると米国では民間企業によって低コストのロケットが開発され商業打ち上げサービスが開始されてお
り、商業衛星分野においては小型で高性能な地球観測衛星の需要が増え、通信衛星は大型化、長寿命化
が進んでいる。このような状況においては日本として国際競争力強化のために宇宙システムの更なる低
コスト化、高信頼性化、高性能化を目指した技術開発が必要となる。長期的には故障フリーな自律型衛
星システムやエネルギー問題への貢献が期待されている宇宙太陽光発電システムなどの世界を先導する
技術開発を促進し国際競争力を強化する戦略が必要である。

ウ）更なる高信頼性を求めて
宇宙システムの開発にあたっては繰り返し試験を行い問題点を洗い出すことによって信頼性を高めて
いく方法が従来からとられている。エンジン開発の場合、試験用の供試体をその度ごとに製作し試験を
行う必要があり、莫大な費用がかかると同時に開発期間も長くなっている。このため JAXAでは、従
来型の試験に加えてエンジン開発にスーパーコンピュターによる数値シミュレーションを導入し数値解
析による性能解析やエンジントラブルによる危険予測などを行い、エンジンのより一層の高性能化や信
頼性の向上を図っている。JAXAのロケットエンジン数値解析技術は高精度でエンジン全体を解析でき
る技術で世界に類を見ないものである（図 8参照）。
このように、ロケットや衛星の設計プロセスにシミュレーションやデジタルモデルによる設計検証を
行うなど情報技術を取り入れることにより高信頼性の確保を図っている。宇宙システムのソフトウエア
開発に際しては高信頼性ソフトウエアを目指しその開発プロセスの改善を図るとともに IV&V
（Independent Verification & Validation）と呼ばれる評価技術を開発し導入している。

図 8．ロケットエンジン数値シミュレーション
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5．おわりに
宇宙基本法の成立さらには 2012 年夏に宇宙開発体制の見直しが行われ、日本の宇宙開発は新しい時

代を迎えた。世界的には中国やインドの台頭、民間での商業ベースでの宇宙開発の活発化など、日本の
宇宙開発を取り巻く環境も大きく変化しようとしている。また国内の財政事情を考えるに多額の資金を
要する宇宙開発にとっては厳しい時代になっている。このような状況下にあって日本の宇宙開発の更な
る「自律性の確保」や「宇宙利用の拡大」を図るためには JAXAのみならず政府、産業界、大学が一
体となって、目標の達成に向けた適切な計画設定、計画実現のための技術開発を効率良く行っていく必
要がある。
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研究室紹介

このページでは、電気関係研究室の研究内容を少しずつシリーズで紹介して行きます。今回は、下記
のうち太字の研究室が、それぞれ 1つのテーマを選んで、その概要を語ります。
（＊は「新設研究室紹介」、☆は「大学の研究・動向」、#は「高校生のページ」に掲載）

電気関係研究室一覧

工学研究科（大学院）
電気工学専攻
先端電気システム論講座（引原研）
システム基礎論講座自動制御工学分野（萩原研）
システム基礎論講座システム創成論分野
生体医工学講座複合システム論分野（土居研）
生体医工学講座生体機能工学分野（小林研）
電磁工学講座超伝導工学分野（雨宮研）
電磁工学講座電磁回路工学分野（和田研）☆
電磁工学講座電磁エネルギー工学分野（松尾研）

電子工学専攻
集積機能工学講座（鈴木研）
電子物理工学講座極微真空電子工学分野
電子物理工学講座プラズマ物性工学分野
電子物性工学講座半導体物性工学分野（木本研）
電子物性工学講座電子材料物性工学分野
量子機能工学講座光材料物性工学分野（川上研）
量子機能工学講座光量子電子工学分野（野田研）
量子機能工学講座量子電磁工学分野（北野研）

光・電子理工学教育研究センター
ナノプロセス部門ナノプロセス工学分野（高岡研）
デバイス創生部門先進電子材料分野（藤田研）

情報学研究科（大学院）
知能情報学専攻
知能メディア講座言語メディア分野（黒橋研）
知能メディア講座画像メディア分野（松山研）

通信情報システム専攻
通信システム工学講座ディジタル通信分野（吉田研）
通信システム工学講座伝送メディア分野（守倉研）
通信システム工学講座知的通信網分野（高橋研）
集積システム工学講座情報回路方式分野（佐藤高研）
集積システム工学講座大規模集積回路分野（小野寺研）
集積システム工学講座超高速信号処理分野（佐藤亨研）

システム科学専攻
システム情報論講座論理生命学分野（石井研）
システム情報論講座医用工学分野（松田研）

エネルギー科学研究科（大学院）
エネルギー社会・環境科学専攻
エネルギー社会環境学講座エネルギー情報学分野（下田研）

エネルギー基礎科学専攻
エネルギー物理学講座電磁エネルギー学分野（中村祐研）

エネルギー応用科学専攻
エネルギー材料学講座エネルギー応用基礎学分野（土井研）
エネルギー材料学講座プロセスエネルギー学分野（白井研）

エネルギー理工学研究所
エネルギー生成研究部門粒子エネルギー研究分野（長崎研）#
エネルギー生成研究部門プラズマエネルギー研究分野（水内研）
エネルギー機能変換研究部門複合系プラズマ研究分野（佐野研）

生存圏研究所
中核研究部
生存圏診断統御研究系レーダー大気圏科学分野（山本研）
生存圏診断統御研究系大気圏精測診断分野（津田研）
生存圏開発創成研究系宇宙圏航行システム工学分野（山川研）
生存圏開発創成研究系生存科学計算機実験分野（大村研）
生存圏開発創成研究系生存圏電波応用分野（篠原研）

高等教育研究開発推進センター
情報メディア教育開発部門（小山田研）

学術情報メディアセンター
教育支援システム研究部門遠隔教育システム研究分野（中村裕研）
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システム基礎論講座　自動制御工学分野　（萩原研究室）
http://www-lab22.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「むだ時間系の微分差分方程式表現とフィードバック系表現：相互関係と汎用的モデル化能力」

1．むだ時間要素とむだ時間系
入出力の間で純粋な遅延のみを伴い、波形の歪みを伴わない（すなわち、入出力信号 u, y に対して

y( t ) = u( t－h ) が成立する）動的システムは、むだ時間要素と呼ばれ、h > 0 はむだ時間と呼ばれる。
物質やエネルギーの移動時間、長距離情報伝送における伝送遅延、生体や社会・経済における外部刺激
から反応までの遅延時間などをモデル化するものとして、むだ時間要素は頻繁に現れる。
しかし、単純な入出力関係とは裏腹にむだ時間要素は、伝達関数が有理関数とはならない、動特性は
常微分方程式でなく偏微分方程式で記述される、有限次元システムではなく無限次元システムとなる、
などの特徴があり、これを含むむだ時間系の数学的取り扱いも何かと厄介である。たとえば、中立型と
呼ばれるタイプのむだ時間系の挙動はとくに複雑であり、安定性がむだ時間の長さの微小変動に関して
連続でないといったことが一般には生じ得ることからも、その複雑さが垣間見られる。
2．むだ時間系の表現法―微分差分方程式表現とフィードバック系表現
一般的なむだ時間系の数学的表現として様々なものが考えられているが、古くから研究されてきた表
現形式として、微分差分方程式がある。以下、話を簡単にするためもっとも単純な、むだ時間をひとつ
だけ持つ線形時不変系の場合に限る。この場合の微分差分方程式は x· ( t ) = Jx( t )+Kx· ( t－h )+Lx( t－h )
と表現され、初期条件としては －h ≦ t ≦ 0 におけるベクトル値関数 x( t ) の値（初期関数）を与える
ことになる。K ≠ 0 のとき、このむだ時間系は中立型と呼ばれる。一方、フィードバックの視点からは、
図 1のような（有限次元）線形時不変系 F とむだ時間要素 H （むだ時間の長さ h）からなる閉ループ系
としてむだ時間系を扱えると都合がよい。しかしながら、このような異なる表現形式の相互関係や、表
現形式の違いがむだ時間系のモデル化の成否をどのように左右するかについて、明確かつ完全な議論は
ほとんどなされてこなかった。これは不可解にも思えることであるが、両者は当然等価であると信じら
れてきたことが理由と考えられる。しかしながら、微分差分方程式表現は、フィードバック系表現より
もむだ時間系のモデル化における汎用的能力としては一般には劣ることなど、さまざまな新たな知見が
本研究により明らかにされている。
3．微分差分方程式の連続連結解・擬似連結解とフィードバック系表現におけるその意味
上記を含めて、本研究の成果を概観する上で鍵を握るのは、微分差分方程式の解の定義そのものから
再考するという視点である。これにより、両表現形式の違いが意味するところの全容を明らかにしてい
る。従来の研究ではほとんど考慮されなかった不連続な初期関数の場合も考え、t ≧ 0 では連続である 
x( t ) のみを解として許容する立場（連続連結解）と、形式的書き換えにより得られる d/dt[x( t )－Kx( t－h )] 
= Jx( t )+Lx( t－h ) という方程式を通し、x( t )－Kx( t－h ) が連続関数となるような x( t )（このとき一般に 
x( t ) は不連続となる）のみを解として許容する立場（擬似連結解）を導入している。中立型微分差分方
程式 x· ( t )=x· ( t－h ) で初期関数が x( t )=0 (－h ≦ t < 0), x( t )=1 ( t = 0 ) の場合の連続連結解、擬似連結解
を図 2に示しておく。本研究では、もとの微分差分方程式と初期関数から図 1の F と初期条件を適切
に定めることで、擬似連結解はこのフィードバック系の y の挙動を表現でき、連続連結解は F の内部

信号（状態変数）の挙動を表現できる（が、
その逆に、与えられた図 1のシステムの挙動
をあらゆる初期条件のもとで微分差分方程式
により表現することは、必ずしも可能でない）
ことを明らかにしている。このような基礎的
成果は、微分差分方程式の意味をより明確化
するのみならず、当研究室で導入したむだ時
間系のモノドロミー作用素理論の研究と密接
に関係している。

u
F

y

H t− h 0
◦

h 2h 3h
図 1　フィードバック系表現 図 2　連続連結解（実線）

と擬似連結解（破線）
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生体医工学講座　複合システム論分野　（土居研究室）
http://turbine.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「最近文字列問題の近似解法」

当研究室では様々な最適化問題に対し、効率的な解法を構
築する研究を行っています。その中で、今回は最近文字列問
題（Closest String Problem）に関する研究を紹介します。
最近文字列問題とは、与えられた文字列になるべく近い文字
列を求める問題で、遺伝子列の解析やたんぱく質の構造解析
などの分野において研究されています。ここでいう「近い」
文字列とは、文字の食い違いの個数（ハミング距離）が小さ
い文字列のことを指します。たとえば、文字列「ATTCG」
と「AGTAG」は 2番目と 4番目の文字が異なり、ハミング距離は 2ですが、「ATTCG」と「ATACG」
は 3番目の文字しか異ならず、ハミング距離は 1ですので、「ATTCG」により近いのは「ATACG」の
方です。最近文字列問題は、（同じ長さの）複数の文字列に対し、ハミング距離の最大値を最小化する
文字列を求める問題です。この問題の例を図 1に示します。
最近文字列問題は組合せ最適化問題であり、すべての解の候補を列挙すれば最適解を求めることがで
きますが、その候補の数は、文字列長を Lとすると単純計算で 4L 通り（遺伝子列の場合）もあります。
したがって、単なる数え上げで解を求めるのは、文字列が長くなると計算時間がかかりすぎてしまいま
す。また、より効率的に最適解を求める方法も研究されているものの、現実的な計算時間で解が求まる
のは短い文字列に限られています。そこで、最適ではなくてもよいから、ある程度良好な解を高速で求
めるため、近似解法の研究が行われています。
文献 [1] では、ラグランジュ緩和とタブー探索法を組合せた効率のよい近似解法を提案しました。こ
の解法では、最近文字列問題が整数線形計画問題として定式化できることに着目しました。この定式化
において、制約条件の一部をラグランジュ緩和し、ペナルティ項として目的関数に組み込みます。すると、
得られるラグランジュ緩和問題は簡単に解くことができ、しかも、その最適解はもとの問題の近似解に
もなっている、というありがたい性質を持っています。そこで、ラグランジュ乗数を適切に調整しなが
ら緩和問題を解くことで近似解を求める、という解法を構成しました。ただし、この近似解がもとの問
題に対しても良好な解となっている保証はないので、メタヒューリスティクスの一種であるタブー探索
法を用いて解をさらに改善することにしました。そして、数値実験を行って、従来の解法よりも高速に
良好な解が得られることを示しました。たとえば、文字列長 5000、文字列数 50 の場合、最適解からの
誤差が 2以内の解が数十秒程度で求まります。ラグランジュ緩和問題を同時に解いているため、最適値
の下界値が求まり、したがって近似解の目的関数値（上界値）と併せて最適値の上下界がわかる、とい
う点もこの解法の特長の一つです。もちろん、近似解の目的関数値と下界値が一致した場合、その解の
最適性が保証されます。
現在は、ハミング距離の最大値が最小となる部分文字列を抜き出すという、最近文字列問題をより一
般化した最近部分文字列問題（Closest Substring Problem）に対し、高速な解法を構成する研究を行っ
ています。

[1]   S. Tanaka: A Heuristic Algorithm Based on Lagrangian Relaxation for the Closest String Problem, 
Computers & Operations Research, vol. 39, no. 3, pp. 709-717 (2012).

1: 

 

4
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生体医工学講座　生体機能工学分野　（小林研究室）
http://bfe.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「脳機能イメージングにより視覚的アウェアネス・意識の脳内機構を探る」

生命とは何か？　時間とは何か？　これらと並んで人類に残された根源的な謎として“意識とは何か？”
がある。近年、人間の様々な高次脳機能が次第に解き明かされ、これまで自然科学的研究の範疇から除
外されてきた “意識” についても研究対象として、その謎に迫ろうとの機運が高まっている。意識は、定
義すること自体が論争になり、そのため主に哲学の問題と見なされ長らく自然科学の研究対象として敬
遠されてきた。しかし、我々は意識とは何かについて悩むのではなく、ある特定の意識体験と相関のあ
る神経過程と無い過程の差は何かを探るべきとの立場から、脳機能の新たなイメージング手法の開発を
進める事によって、この難問に挑戦しようとしている。我々が意識の脳内機構解明の鍵と考えて研究し
ているのが、両眼視野闘争と呼ばれる視知覚現象である [1, 2]。両眼視野闘争とは、物理的には左右の網
膜上に視覚刺激が与えられ続けているにも拘らず、競合する視覚刺激が交互に知覚され、一方の刺激が
知覚されている時、他方の刺激が意識にのぼらないという視知覚現象として知られ、意識の一階層であ
るアウェアネスの脳内機構を定量的に観測できる稀少な現象である。図にその概念を示す。
両眼視野闘争に関する先行研究と、我々自身の研究結
果に基づき我々は両眼視野闘争の脳内機構を次のように
考えている。すなわち、「両眼視野闘争は相互にフィー
ドフォワード・フィードバック結合している大脳皮質機
能領域間の情報統合プロセスの結果生ずるものであり、
ボトムアップ的に処理された両眼からの視覚情報が、過
去の視覚体験による記憶や、学習によって修得した知識、
群化等の要因の支配の基でトップダウン情報として一次
視覚野にフィードバックされ、ボトムアップ的に入力さ
れ続ける競合する情報と統合して、合理的な解釈を与え
る統一像を作り出す体制化の過程よって生ずる知覚現象
である。この統一像は、競合するボトムアップ情報を絶えず受け取り続けるため安定性が維持されず、
再統合という形で更新されて行く。その際、例えばニューロンのインパルス列の間隔揺らぎといった確
率的要因の影響を受け、異なる統一像に切り替わるということが繰り返される。」
この考えを進めると、意識とは感覚受容器からの情報が脳内の各部位で直並列的に処理され、過去の
体験等に基づく記憶情報と共にフィードバックされ、微小時間遅れたフィードフォワード情報と統合さ
れるというプロセス自体であると考えることが可能である。従って、この情報統合プロセスは、それを
実現するハードウェアである神経基盤に依存し、どれだけの情報が統合されるかということ、さらに、
ハードウェアの状態に応じて変化することになり、これらが意識の多様性・複雑性であり、その解明を
困難にさせている理由であろうと考えることができる。最後に、本稿で述べた仮説では、いかにして情
報統合が実現され得るかという点が説明されなくてはならない。現時点における最も有力な候補は、約
40 Hz の神経発火の同期現象であり、これがマクロに観測されたものがEEG/MEGのガンマバンドのリ
ズムである。一方、情報統合に関しては量子論的機構も提唱されており、他の可能性も含めて研究を進
めその謎を解き明かしたい。

[1] 小林哲生 : “両眼視野闘争”，Clinical neuroscience，中外医学社，Vol.28, No.10, pp.1161-1163 (2010)
[2] 小林哲生 : “両眼視野闘争から意識を探る”，作業の科学 Vol.6，協同医学出版社，pp.47-64 (2006)
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電子物理工学講座　プラズマ物性工学分野
http://plasma1.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「大気圧プラズマによる還元反応とその応用」

当研究室の主な研究対象であるプラズマの産業応用としましては、主に化学気相成長やスパッタリン
グ過程、そしてドライエッチングといった、半導体プロセスにおける微細加工での活躍が挙げられ、こ
れまでの我が国の電子産業の発展に貢献してきました。ここでは、真空チャンバーの中の低圧力下でプ
ラズマ生成を行い、材料ガスの気相での解離過程や表面での反応過程等に興味深い物性が数多く見られ、
我々の研究室においてもこの関連の研究は重要な研究項目として鋭意取り組んできました。
プラズマ分野の最近の研究動向の一つとしまして、真空チャンバーを用いずに、“脱真空” プロセスと
して大気圧プラズマ生成とその利用が盛んに研究されています。そこでは、低圧下と同様のプラズマ生
成用の電力放射用アンテナ（電極）構造が適用できないため、いわば一からプラズマ生成部や反応部の
設計を強いられます。しかし、その応用が期待される対象が極めて広いことから、大気圧プラズマの研
究はここ数年精力的に行われてきました。特に、大気圧下では、従来のプラズマプロセスの対象であっ
た薄膜加工や平板固体の処理だけではなく、車や日常生活部材といった立体構造もその対象となり、さ
らには液体への関与が可能であることから化学プロセスにも応用可能で、最近では “プラズマ医療” と
銘打って生体への効果を見出す研究も開始されています。我々の研究室においても、ニーズに幅広く対
応できるような電極の開発や、生成された大気圧プラズマの診断技術の開発を行ってきました。
しかし、その研究内容を良くみてみますと、材料の分解や酸化処理といった、これまでプラズマが得
意としてきた作用が多く用いられていることに気付きます。そこで、我々は、動作圧力帯を大気圧に変
えるだけではなく、その効果についても幅広く展開することを目指して、これまであまり成功してこな
かった還元作用に注目しました。すなわち、酸化と還元の効果を発現でき、しかもその強さがプラズマ
生成電力で調整できるとすれば、オンデマンド反応場が大気圧下で実現することとなります。しかし、
還元作用を大気圧下で実現するには少し工夫が必要で、例えば還元剤である水素は大気圧中では酸素と
反応するため扱いが困難です。そこで、我々は、水中の電気分解で水素を発生し、そのまま水中の水素
気泡内で大気圧プラズマを生成して原子状水素を得ることとしました。また、別の還元剤としてヒドラ
ジン（N2H4）の生成にも成功し、この場合はより長寿命の活性種として利用できます。
我々はすでに、図 1のような系 [1] を実現可能なフィルター状の大面積大気圧プラズマ電極の開発に
成功し、それを用いた処理装置は協力企業により市場投入されています。さらに、先に示した液中の水
素プラズマにより、液中に溶解している二酸化炭素の還元（一酸化炭素への分解、メタンへの改質：図 2）
に成功しました [1]。また、ヒドラジンを用いることで、溶液中の銀イオンの還元・析出にも成功して
います。今後は、図 1に示したような連続した反応系によるより精緻なプロセス制御系を構築・実証し、
様々な対象にその用途展開を図っていきたいと考えています。

[1] O. Sakai, T. Morita, Y. Ueda, N. Sano, and K. Tachibana, Thin Solid Films, vol. 519, p. 6999 (2011).

図 1：大気圧プラズマによる
オンデマンド反応場の概念図 [1]．

図 2：大気圧液中水素プラズマによる二酸化炭素の改質
気体分析結果(a)とプラズマからの発光スペクトル(b) [1]．



No.29

22

電子物性工学講座　電子材料物性工学分野
http://piezo.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「ナノギャップスイッチ現象に基づく抵抗スイッチング不揮発性メモリの開発」

近年のモバイル機器や情報家電などデジタル情報機器の急速な拡大に伴い、われわれが日常的に取り
扱う情報量は飛躍的に増大しつつあり、いつでもどこでも大容量の情報の迅速な読み出し、記憶を可能
にするユニバーサルメモリの開発は必須となっています。こうした中、抵抗スイッチメモリは微細化に
有利なメモリとして注目されていますが、近年、この抵抗スイッチメモリに応用可能な新たな物理現象
として、ナノギャップスイッチ（以下NGSと略します）現象が見出されました。NGS現象は、ナノメー
トルスケールの微小間隙を有する、図 1に示すような「ナノギャップ電極」構造において、電極間の抵
抗値が入力電圧波形に依存して 3～5 桁変化する現象であり、極めて単純な構造で抵抗スイッチングが
発現することから、従来の半導体デバイスにおける種々の理論的・技術的障壁を打ち破ることが可能な、
超稠密不揮発性メモリとなることが期待されています。現在のところ、NGS 現象では、ギャップ部に
加えられた電圧によってナノメートルスケールでの電極構造変化が引き起こされ、結果的にギャップ長
が変化し、ギャップ部のトンネル抵抗が大きく変化すると考えられていますが（図 2参照）、そのメカ
ニズム詳細は依然不明であり、NGS 不揮発性メモリの実用化に向けて、スイッチング機構およびその
基本特性の解明が求められていました。
われわれは、対向する 2電極の先端をナノスケールで先鋭化することで、スイッチング領域が局所領
域に限定される（単接合型）電極を作製し、ギャップ構造変化を直接観察することで、スイッチング動
作機構の詳細解明を目指して研究を進めています。このナノギャップ電極は、厚さ 10 nm以下の薄膜
電極構造であり、原子間力顕微鏡（AFM）によるギャップ部の高分解能 3次元構造評価が可能な構造
になっています。これまでに、作製工程の最適化等により、ギャップ長 5 nm、ギャップ幅 10 nmの電
極を有する平面先鋭型の単接合NGS素子を開発することに成功しました（図 1（右）参照）。ところで、
NGS 動作のためには、ギャップ長は適正な値以下になっている必要があり、フォーミング処理と呼ば
れるギャップ調整処理が求められますが、この過程で引き起こされる構造変化が、ギャップ部評価の障
害にならないよう十分抑制することにも成功しました。こうした素子について、フォーミングおよびス
イッチング前後の Pt-NGS 素子の局所構造・電気特性の変化を、その場で計測できるAFM測定装置を
用いて評価を行い、スイッチング前後でのギャップ長の微視的変化を捉えるとともに、ギャップ先端の
移動を示す結果を得ています。フォーミング過程の最終工程では、両電極先端部に 100 nm程度以下の
構造変化が生じることがありますが、その後の数百回のNGS スイッチングにおいては、ギャップ構造
にはこのような大きな変化は確認されませんでした。また、単接合型NGS 素子でも書き換え耐性 1万
回を確認することができました。本研究によりナノギャップ領域が極限的に微細化してもNGS 動作す
ることが検証されたことから、今後、超稠密NGS 不揮発性メモリの実現に向けて、さらに研究を進め
て行く予定です。

図1：（左）ナノギャップ電極模式図，（右）電子線リソグラフィー
により作製されたPtナノギャップ電極のAFM像．

図2：NGS素子の抵抗ヒステリシス曲線．入力電
圧波高（V1,V2）に応じて，ギャップ長（d0）が変
化し（d[V1], d[V2]），結果的に抵抗値が変化する．
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量子機能工学講座　光量子電子工学分野　（野田研究室）
http://www.qoe.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「SiC フォトニック結晶」

近年、光を自在に制御できる新たな材料として、フォトニック結晶が注目を集めている。フォトニック
結晶とは、光の波長程度の大きさの周期的屈折率分布をもつ構造体であり、特定の波長の光に対して存在
そのものを許さないフォトニックバンドギャップ（PBG）を形成することを特徴とする。フォトニック結
晶はこれまで主に材料系としてSiや GaAsを中心に発展を遂げてきたが、一方で材料に起因する根本的な
限界も明らかになりつつある。例えば、高 Ԛ値ナノ共振器に対して 1.55 μm（光子エネルギー :～ 0.8 eV）
の強いパワーの光を導入すると、非線形光学効果の一種である二光子吸収が起こり、光の損失が生じてし
まう。またSiは赤外領域（＞ 1 ・m）においてのみ透明であり、可視領域への展開は不可能である。
そこで本研究室ではワイドバンドギャップをもつシリコンカーバイド（SiC）という材料に注目した。
SiCはワイドバンドギャップ半導体材料の中でも比較的に屈折率が高く（2.5~2.7）、Si の約 3倍程度の広い
電子バンドギャップ（~3.2 eV）をもっている。このバンドギャップは光通信帯域の光の二光子吸収を防ぐ
には十分な大きさである。また熱光学係数が小さく、熱伝導率に優れた材料であり、フォトニック結晶デ
バイスの安定した動作が期待できる。さらにSiCは可視領域の光に対して透明であり、可視光線を制御対
象とする新たなフォトニック結晶の実現も期待できる。
図 1に作製したSiCフォトニック結晶の例を示す。また図 2には高強度の入力光に対する共鳴スペクト
ルの測定結果を示す。同図から 100pJ という高いエネルギーのパルスを導入しても、共振器のスペクトル
に変化は見られず非線形吸収が全く生じていないことが分かる。図3にはフォトニック結晶のサイズを徐々
に縮小することで、赤外から可視光までの領域で共鳴する共振器を作製し、実際に動作させた例を示す。
以上の結果はSiCの広いバンドギャップと物理的な安定性を反映したものであり、今後SiCフォトニック
結晶は様々な領域で利用されていくと考えられる。

参考文献
B.S. Song, S. Yamada, T. Asano, and S. Noda: Opt. Exp. 19, 11084 (2011). S. Yamada, B.S. Song, T. 
Asano, and S. Noda: Appl. Phys. Lett. 99, 201102 (2011).

図 1：SiC フォトニック結晶のSEM写真の一例 図 2：高強度光パルスに対する安定性を示す実験結果

図 3：赤外から可視光までの広い領域での動作が可能であることを示す実験結果
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量子機能工学講座　量子電磁工学分野　（北野研究室）
http://www-lab15.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「物理の基本定数の時間変化観測を目指す単一イオン光時計」

私たちが時間を測るとき、振り子のような一定の時間で再現する現象に注目し、その周期を基準とし
ます。その計測装置、時計としてもっとも正確なものが原子時計です。原子時計では、原子が特定の周
期の電磁波と共鳴する現象を利用し、その周期を基準とします。原子の共鳴は物理法則にしたがって決
まります。物理法則は時間的にも空間的にも変化しないと考えられるので、原子時計は 1秒の基準とし
て優れています。実際に、現在の秒の定義は、マイクロ波領域にあるセシウム原子の共鳴の周期、その
逆数の周波数で 9.2 GHz、を基準とすると国際的に取り決められていて、その相対不確かさは 10－16 台に
達します。さて、一般に測定の不確かさを小さくするためには、測定を何回も繰り返して平均を取ります。
原子時計では、より速い周期の共鳴を基準とすれば、より短い時間で周期の測定回数を稼いで不確かさ
を小さくできることになります。そこで、マイクロ波と比べて周期が 10 万分の 1と速い、光領域の共
鳴を用いる原子時計、光時計の構築を考えます。不確かさを小さくするには周期を変化させる要因をで
きるだけ取り除くことも重要です。その有力な方式として、超高真空中の狭い空間に 1個だけ閉じ込め
た原子を利用する方法があります。原子をイオン化しイオントラップという装置で電場をかけて閉じ込
めますが、トラップ中心では電場がゼロになっていて、イオン 1個だけなら共鳴は変化しません。単一
イオン光時計とよばれるこの方式では不確かさ 10－18 台が試算されていて、実証されつつあります。（イ
オントラップの研究を先導してきたワインランド博士が 2012 年度ノーベル物理学賞を共同受賞）
このような非常に小さな不確かさで計測が可能になると、非常に小さな効果が検出できるようになり
ます。時計のよりどころであった物理法則の時間普遍性を、逆に時計で検証できる水準に達してきまし
た。原子の共鳴の周期を決める原子内部の相互作用の大きさは、物理の基本定数、ここでは微細構造定
数 、を単位として表されます。物理法則がそれ自身の時間変化を含むものであれば、基本定数の変化
となって現れることになります。異なる共鳴では の時間変化に対する感度が異なるので、異なる共鳴
を基準とする 2台の光時計を構築し、その相対的な時間変化を観測することで の時間変化が探索でき
ます。現在の物理の枠組みである標準理論では、物理の基本定数は時間変化しません。しかし、標準理
論では説明できない宇宙の暗黒エネルギーの起源に迫る新しい物理理論では、時間変化が示唆されてい
ます。もし時間変化が観測されれば、その大きさから理論を淘汰すること
ができます。このように、精密計測の極限を追求すると、高エネルギーの
最先端で重い未知の素粒子を探す基礎物理実験のように、物理の最先端に
迫ることができます。私たちは同じような実験研究に価値を見出す仲間た
ちと、科研費新学術領域「原子が切り拓く極限量子の世界－素粒子的宇宙
像の確立を目指して－」を推進し研究を進めています。
通常異なる 2種類の光時計は、2種類のイオンを用いて構築します。私
たちは の時間変化に対して感度が大きく異なる2つの時計用共鳴をもつ、
イッテルビウムイオン（Yb+）に着目しました。図 1 は使用し
ているイオントラップ電極で、中心の直径 0.8 mmの穴にイオ
ンを閉じ込めます。そして、レーザー冷却という技術でイオン
を静止させてドップラー効果を防ぎ、精密なレーザー光で時計
の基準に用いる共鳴信号を獲得します。図 2が単一Yb+ の共鳴
信号です。5本見える信号の相対的な高さから、運動エネルギー
は温度換算で 2 mKに低減されています。現在分解能は 20 kHz
程度ですが、今後 1 Hz 台まで分解能を高めて光時計を構築し、
の時間変化探索を進めていきます。

図 1：イオントラップ

図 2：単一 174Yb+ 時計用共鳴信号
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知能メディア講座　画像メディア分野　（松山研究室）
http://www.vision.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「コンテンツ閲覧行動の分析とモデル化～人間と間の合った対話ができる情報端末の実
現を目指して」

私たちが暮らす社会には、さまざまな種類の情報端末が備えられており、豊かな情報環境が形成され
ています。つまり、従来のパソコンに加え、スマートフォンやタブレット端末が急激に普及し、さらに
街中にはデジタルサイネージ（電子広告）が設置され、いつでもどこでも簡単にインターネット上の情
報を獲得できるようになっています。その一方、インターネット上の情報は大規模化かつ複雑化してお
り、それらの端末を用いたとしても「所望の情報にたどりつけない」「そもそも何を調べれば良いのか
分からない」という新たな問題が生まれています。
この問題に対して、もし情報端末が利用者の意図や潜在的な興味といった心的な状態を読み取り、適
切な情報を能動的に提供することができるようになれば、私たちはまるでホテルのコンシェルジュと対
話するかのごとく、欲しかった情報を得ることができるようになると考えられます。本研究室では、こ
のような人間と間（ま）の合った対話ができる情報端末の実現を目指し、その基盤となる人間行動計測・
認識技術の研究をしています。具体的には、TVコマーシャルや商品カタログといったコンテンツの閲
覧行動を対象として、閲覧者の視線運動とコンテンツ情報、閲覧者の心的状態の関係性を分析・モデル
化する研究に取り組んでいます。以下にその例を紹介します。
・ 映像・視線ダイナミクスの織りなす時空間的関係性のモデル化

映像閲覧中の視線運動には映像シーンの特性が反映されます。本研究ではシーン特性として、映像
に含まれる視覚的に顕著な領域が持つダイナミクス（顕著性変動）に着目し、視線運動との関係性
－たとえば視線の向きやすい顕著性変動パターン、特定の顕著性変動パターンを閲覧する際に起こ
りやすい視線運動－のモデル化を行いました（図 1）。また、提案モデルを統計的に学習することで、
TVコマーシャルといった一般映像の閲覧者が映像に集中しているかどうかを高精度に推定できる
ことを確認しました。

・ 提示コンテンツのデザイン構造を利用した視線運動の意味理解
商品カタログのようなコンテンツを閲覧する際の視線運動の意味理解を目的として、コンテンツ中
の画像や文章といったオブジェクトのレイアウト（デザイン構造）を知識源として積極的に用いる
枠組みを提案しました。デザイン構造にはオブジェクト間の意味的関係性が反映されており、本枠
組みによって、視線運動を「どのオブジェクトを見ているか」ではなく「どの意味的関係性に着目
しているか」に基づいて解釈できるようになります（図 2）。現在は比較的単純なデザイン構造の
商品カタログを利用し、閲覧者の注視行動（情報取得、情報選択など）の認識を通して、提案する
枠組みの基礎的評価を行っています。
今後は、より多様なコンテンツや心的状態を扱い、提案したコンテンツ閲覧行動モデルの有効性検証・
拡張の検討を行う予定です。また本研究の応用として、現在、提示コンテンツ中で閲覧者が着目してい
る意味的関係性を視線運動から推定し、効率的に情報を推薦するシステムの開発に取り組んでいます。

図 1：視線の向きやすい顕著性変動パターンの解析 図 2：デザイン構造を用いた視線運動の意味理解
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通信システム工学講座　知的通信網分野　（高橋研）
http://cube.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「利用者の位置情報を用いたサーバ分散配置型クラウドサービスシステムについて」

近年、クラウドサービスが注目を集め、幅広く活用されてきています。クラウドサービスは、従来は
手元で管理・利用していたソフトウェアやデータを、インターネットを通じて必要に応じ活用するもの
で、例としてはGoogle Apps や Amazon EC2 といったサービスが挙げられます。
クラウドサービスの特徴としては、各地のデータセンタに集約されたコンピュータリソースを多数の
ユーザで共有することにより、低コストでリソースを活用できる点が挙げられます。これによって、ユー
ザはクラウド環境の構成やデータの格納場所を意識せずにサービスを利用できます。ただ、データセン
タは世界に数ヶ所しか存在していないため、ネットワーク距離の遠いデータセンタを利用することが起
こり得ます。その際、RTT（Round Trip Time）が大きくなることでスループットが低下してしまい、サー
ビスの体感品質が低下してしまうという問題が発生します。そこで、当研究ではサーバを分散配置し、
サービス利用者の位置情報を考慮することでRTT を削減可能なクラウドサービスシステムを提案しま
した。
従来、サービス品質向上のためサーバのロケーションを増やす際、大量のサーバの購入やデータセン
タの新設、そして保守管理運用が必要となり、莫大なコストが必要となりました。そこで、提案システ
ムでは、クラウド事業者がサーバを持たず、サーバ保持者からコンピュータリソースを借りるビジネス
モデルを提案します。本システムのビジネスモデルは、ユーザにはサービスの対価としてサービス利用
料を貰い、サーバ保持者にはサーバ利用料としてインセンティブを与えることで、コンピュータリソー
スを得るというモデルとなっています（図 1）。
また、提案システムでは、管理サーバはサービス利用者のRTT情報を用いることで位置を推定し、ネッ

トワーク距離の近いサーバを選択します（図 2）。ユーザはその近傍サーバを利用することでRTTを削
減することが可能となります。本研究では、提案システムを運用した際の挙動をモデル化し、シミュレー
ション評価を行なうことで提案システムの有効性を示しました。

参考文献
横田健治 , 朝香卓也 , 高橋達郎 ,” サービス利用者の位置情報を考慮したサーバ分散配置型クラウドサー
ビスシステムの提案” , 電子情報通信学会論文誌B, Vol.J95-B, No.10, pp.1325-1334, 2012

図 1：提案システムのビジネスモデル 図 2：提案システムの概念図
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集積システム工学講座　情報回路方式分野　（佐藤高研究室）
http://www-lab09.kuee.kyoto-u.ac.jp/
「Hot Swap 機構を備えた耐故障再構成可能アーキテクチャ」

携帯電話や PC、家電製品、自動車等の身近な製品から通信、金融、医療等の社会基盤を支えるシス
テムに至るまで、集積回路を含むシステムは我々の生活に浸透し、なくてはならないものとなっており、
その信頼性も高いレベルで要求されるようになってきた。集積回路の小型化や高性能化をもたらしてき
た微細化技術の進展は、その一方で脆弱性を加速させる要因となっており、信頼性の確保が課題となっ
ている。当研究室では、個々のトランジスタからシステム全体に至るまで様々な階層で研究を行ってお
り、ここではアーキテクチャ（構成方式）レベルでの高信頼化の取り組みを紹介する。
図 1は粗粒度再構成可能アーキテクチャと呼ばれる演算機構の模式図であり、多数の演算器が規則正
しくアレイ状に配置され、相互に接続されている。これら演算器の個々の演算機能や接続関係は処理開
始前に設定（再構成）することが可能であり、これ 1個で様々な処理に柔軟に適用可能な高性能な演算
専用処理装置（ハードウェアアクセラレータ）として利用できる。我々は、この粗粒度再構成可能アー
キテクチャの演算器の一部をスペアとし、必要に応じて使用
中の演算器と役割を交換できるようにした。図 2のように、
横に並んだ 1 列の演算器群（Cluster）の上下に設けた
Switch Box により、入出力データを必要に応じて迂回させ
ることが可能になっている。使用中の演算器とスペアの演算
器の役割は動作中に定期的に交換（Hot Swap）され、スペ
アの演算器は性能が劣化していないかどうかテストされる。
このとき、実際より厳しい条件（バックバイアス）でテスト
することにより、演算器の性能劣化を動作に支障が出る前に
予防的に検出できるようにしている [1]。性能劣化が検出さ
れた演算器は不良とみなし、以降の処理では使用しない。こ
のようにして、システムの動作を一切止めることなく経年劣
化の検出を可能としている。Cluster 内の 1/3 の演算器をス
ペアにしたとき、三重系と同等の長期信頼性が得られる。
この方式の有用性を実証するため、65nmの CMOSプロセ
スを用いて LSI チップ試
作を行った [2]。図 3 はそ
の顕微鏡写真であり、この
4.2mm × 2.1mm のチップ
上に四則演算が可能な演算
器が 12 個× 6 Cluster = 
72 個搭載されている。こ
の LSI チップを図 4 のテ
ストボード上に実装して動
作テストした結果、性能劣
化を予防的に検出する機構が有効に機能していることが確認できた。また、高信頼化に伴って必要となっ
た回路面積の増加は 50%、消費電力の増加は 20%にとどまっており、今後の改良により更に改善でき
ると考えられる。

[1]   Z.E. Rakosi, M. Hiromoto, H. Ochi, and Y. Nakamura: “Hot-Swapping Architecture Extension for 
Mitigation of Permanent Functional Unit Faults,” in Proc. FPL 2009, pp.578-581, Aug. 2009.

[2]   Z.E. Rakosi, M. Hiromoto, H. Tsutsui, T. Sato, Y. Nakamura, and H. Ochi: “Hot-Swapping 
Architecture with Back-Biased Testing for Mitigation of Permanent Faults in Functional Unit 
Array,” in Proc. DATE 2013, Mar. 2013（発表予定）．

図 1：粗粒度再構成可能アーキテクチャ

図 3：試作チップの顕微鏡写真 図 4：測定の様子

図 2：Switch Box を用いたHot Swap 機構
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集積システム工学講座　超高速信号処理分野　（佐藤亨研究室）
http://www-lab26.kuee.kyoto-u.ac.jp/index.html
「少数アンテナを用いたUWBドップラーレーダによる人体イメージング」

監視システムや移動ロボットにおける人体のモニタリングにおいて、従来の光学カメラ等を用いたシ
ステムでは、人体識別に十分な分解能を得るために多くのセンサが必要となることが深刻な問題となっ
ています。この問題を解決するため、当研究室では 4素子の少数アンテナにより構成した超広帯域（Ultra 
Wide-Band、UWB）ドップラーレーダを用いた高分解能人体イメージング法を開発しました。
提案イメージング法ではまず、ドップラー効果を利用し人体の各部位（腕、足、胴体など）を運動の
違いに基づき分離識別します。図 1にシステムモデルを示します。Txから送信される信号は中心周波
数 26.4 GHz、帯域幅 500 MHz の UWB信号です。まず受信信号を短時間フーリエ変換し、人体の各部
位の運動の違いを、時間 - ドップラー周波数分布の違いとして検出します。即ち、同分布の有意なピー
クを抽出することで各部位を分離識別します。次に分離した各部位の位置を、干渉計法とUWB信号の
遅延時間により求めます。干渉計法はアンテナ間の到来距離差に基づき到来方向を推定する方法です。
提案システムではRx1 と Rx2 からなる干渉計より到来方位角を、Rx1 と Rx3 により到来仰角を推定し
ます。さらに各ピークに対応する遅延時間を補間法により求め、各部位までの距離を高精度に推定しま
す。推定した到来方向と距離より全ての部位の位置を推定し、これらを重ね合わせたものをイメージン
グ結果とします。図 2に実験の概観を、図 3にイメージング結果の正面図を示します。人体の外形は推
定されているものの、部位間に生じた虚像により人体の各部位の識別は困難な結果となっています。
この問題点を解決するため、我々は速度情報を用いた虚像除去法を提案しました。我々は実験と数値
計算の両面からの検討により、この種の虚像が比較的速い速度成分を持つことを実証しました。これに
基づき、推定点の速度を推定し、これがある閾値より大きいならば虚像と判定し除去する手法を導入し
ました。また、偽ピーク抽出に起因した虚像を防ぐため、時間周波数分布からのピーク抽出における電
力閾値を、視線方向速度と推定虚像点数に応じて適応的に設定する手法を提案しました。
これらの提案虚像除去法を図 3のデータに適用した結果を図 4に示します。人体の腕、脚、胴体など
が認識可能となり、検出した目標が人体であることが容易にわかります。また、比較的大きい速度成分
の変化が脚部と腕部に見られるという歩行運動の特徴も確認できます。4アンテナを用いたUWBドッ
プラーレーダと提案虚像除去法により、世界に前例のない高分解能人体イメージングを実現しました。

参考文献
K. Saho, et al.: IEICE Trans. Commun., vol.E96-B, no.2, in press.

図 1：システムモデル 図 2：実験の概観 図 3：推定像の正面図 図 4：虚像除去後の
推定像正面図
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システム情報論講座　論理生命学分野　（石井研究室）
http://hawaii.sys.i.kyoto-u.ac.jp/home
「顕微鏡画像からの三次元再構成」

当研究室では、数理的手法に基づく生物学である「論理生命学」を推し進めているが、ここではその
研究の中で、統計的画像処理を用いて細胞、特に神経細胞の微細構造を可視化する技術である「三次元
超解像法」の紹介をしたい。
ベイズ法などに基づく統計的画像処理によれば、従来の光学系の物理的な限界を超えた観測性能を実
現できる可能性がある。例えば、光学顕微鏡により細胞を観察する場合、顕微鏡の開口数などに依存し
た物理的限界があるが、統計的な限界はそれとは別に存在する。一例として、マルチフレーム超解像と
呼ばれるものがある。一枚の低解像（ピクセル数が少ない）の観測画像から高解像度（ピクセル数が多い）
画像を得ることには限界があるが、複数フレームの低解像度画像が互いに位置ずれをもって観測される
場合、それらを統合することで高解像度画像を得ることが可能である。これは、位置ずれのために、画
像（フレーム）間で異なる情報を持っていることによる。一回の観測（フレーム）をチャネルと呼ぶこ
とにすると、複数のチャネルを介して同一の情報が輻輳的に得られることになるが、こうした状況にお
いてベイズ法などの統計的手法は有効に働く。
われわれは、共焦点・二光子顕微鏡などの走査型顕微鏡によるライブイメージングに適用可能な三次
元再構成法の開発を進めている。レーザスキャンによって観測画像を得ているため、観測中に観測画像
の各画素について位置ずれが起こる。この位置ずれは、特に、ライブイメージング、すなわち観測試料
が生きている場合に問題となる。そこで、階層的に位置合わせをした上で各画素の情報をスキャン（時間）
方向に統合する三次元再構成法の開発を行った。ここでのアイディアは、従来は一枚ずつの画像がフレー
ム単位で得られているとして位置ずれの推定を行っていたところ、走査型顕微鏡の特性に合わせて、フ
レームごと、フレーム内の走査平面ごと、走査平面内の走査ラインごと、さらにはピクセルごと、など
階層的に位置ずれ推定および位置合わせを行う点にある。ここで高精細な位置合わせとそれに基づく高
解像度画像の推定は相互補完的な関係にある点に注意したい。覚醒マウス神経回路の二光子顕微鏡画像
データに適用し、神経の情報伝達を担うスパインなどの微小構造の高精細可視化に成功した（下図）。
並行して、共焦点系・二光子系の点拡がり関数が理論解に近いことを仮定したベイズ的三次元超解像法
の開発を行い、同じく覚醒マウスからのデータに適用を行い、こちらも良好な結果を得ている。

こうした高精細な画像処理技術を、覚醒動物の行動時のデータに適用することで、行動発現の細胞基
盤の解明に展開することを目指している。

図：  左は時間方向で平均化した画像、位置
ずれのためにボケている。右は高精細
位置合わせを行いながら超解像を行っ
たもの。画素数は縦横 2倍ずつで 4倍
になっている。

　　（画像提供：福田正裕（東京大学））
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エネルギー物理学講座　電磁エネルギー学分野　（中村祐研究室）
http://www.center.iae.kyoto-u.ac.jp/kondok/index-j.html
「ヘリオトロン Jにおける電子バーンシュタイン波加熱のレイトレーシング解析」

当研究室では磁場閉じ込め超高温プラズマ、とくに軸対称性を持たないプラズマの閉じ込めに関して
実験と理論・シミュレーションの立場から解析しています。
磁場閉じ込めプラズマの加熱法は色々ありますが、その中の一つに電子加熱を目的とした電子サイク
ロトロン波共鳴加熱（ECH）があります。これは電子レンジとよく似た原理を用い、電子サイクロトロ
ン波（ECW）と呼ばれる電磁波をプラズマに入射し、共鳴により電子を加熱する方法です。しかしこ
の方法は、プラズマ密度がある程度高くなると、電磁波が反射されプラズマ中に入っていかなくなる欠
点があります。これを克服する方法として、入射した ECWをプラズマ中で電子バーンシュタイン波
（EBW）と呼ばれる静電波にモード変換する方法が考えられています。EBWにモード変換することの
できるECWは異常波（Xモード）と呼ばれ、これがプラズマ中に伝播するには強磁場側からECWを
入射する必要があります。ただ多くの場合、工学的制約のためECWの入射は弱磁場側から行うことが
望ましいため、弱磁場側からプラズマ中に入っていける正常波（Oモード）というECWを入射し、プ
ラズマ中でXモードに変換し、さらにこれをEBWにモード変換する方法も考えられており、京大エネ
ルギー理工学研究所にあるヘリオトロン J装置でもこの方法を用いた加熱実験が計画されています。O
モードからXモード、XモードからEBWへのモード変換が起こるためには、それぞれいくつかの条件
があるため、それらの条件をすべてクリアし、プラズマ中心領域をうまく加熱するには詳細な理論解析
が必要となります。
ECWの波長はプラズマ中の物理量が空間的に変化する特性長より十分に短いため、幾何光学近似が
成り立ち、レイトレーシング（光線追跡）法による数値解析が可能です。そこで、現在ヘリオトロン J
における電子バーンシュタイン波加熱のレイトレーシング解析を行っています。ヘリオトロン J装置で
閉じ込められるプラズマは、非軸対称トーラスプラズマなので、磁場構造やプラズマの密度・温度の空
間分布を求めるには三次元MHD平衡計算が必要であり、得られたMHD平衡に対してレイトレーシン
グ計算を行います。今回考えている加熱法では、OモードからXモードへのモード変換が重要で、う
まくレイの入射角度を選ばないとモード変換は起こらず、単にOモードが反射されてレイはプラズマ
内部に入らないことになります。図1の右上図はレイの入射点から見たヘリオトロン Jプラズマであり、
左下図はOからXへの変換効率のカラーマップグラフです。カラーマップにおいて白い、狭い領域が
Xモードへの変換が可能な入射角を示しています。レイトレーシング計算の結果、この角度で入射すれ
ばXモードに変換されたECWが、プラズマ内部領域でさらに電子バーンシュタイン波に変換され、ヘ
リオトロン Jにおいても電子バーンシュタイン波加熱が可能なことが示されました。

図 1



2013.3

31

エネルギー生成研究部門　プラズマエネルギー研究分野　（水内研究室）
http://www.center.iae.kyoto-u.ac.jp/plasmak/
「ビーム放射分光法を用いたプラズマ中の密度揺動計測装置の開発」

私たちの研究室では磁場閉じ込めによる高温プラズマの基礎研究を進めており、ヘリカル軸ヘリオト
ロン配位を持つプラズマ実験装置「ヘリオトロン J」において、精力的に磁場配位最適化研究を進めて
います。今回は、プラズマ中に発生する揺らぎ（揺動）を計測するための手法の開発について紹介します。
高温プラズマ中では、様々な揺動が原因でプラズマの持つ粒子や熱が損失することが知られています。

そのため、その揺らぎの物理現象を理解することは、よりよい閉じ込め状態を実現するためのプラズマ
制御手法の発展に有益です。特に近年、プラズマ中に発生する乱流がプラズマの輸送を支配しているこ
とが明らかになりつつあり、乱流の状況を高精度で計測する診断法の開発が進められています。
ビーム放射分光法では、イオン源を利用した中性粒子ビームをプローブとして、プラズマ中のイオン・
電子との衝突励起反応による輝線スペクトルを分光計測します。輝線スペクトルには水素のバルマー系
列線（H線）がよく用いられます。この診断法の特徴は①プラズマ密度の揺らぎを輝線スペクトル強
度の揺らぎとして直接観測できること、②輝線スペクトルの波長は中性粒子ビーム速度に応じてドップ
ラーシフトするため背景光との分離が容易で、ビームと観測視線の交差する局所的な情報が得られるこ
と、が挙げられます。ヘリオトロン Jでは、プラズマ加熱用の中性粒子ビームを利用したビーム放射分
光計測を行いますが、この場合、図 1（左）に示すとおり、ヘリオトロン Jの磁場配位の形状は単純なドー
ナツ型でなく捻れているため、観測視線を上手に選ばないと局所計測ができません。磁場閉じ込めプラ
ズマでは同じ磁気面（磁力線で編んだ入れ子状の籠）の上であればプラズマの温度・密度等の性質は等
しくなります。そこで、ビームが通過する領域の観測視線を磁気面になるべく沿わせることで、同一磁
気面上の密度揺動の観測ができるように工夫しました。また数値計算を用いて実効的な空間分解能を評
価し、当初目標とする性能が得られたことを確認しました。
図 1（中）に高速フーリエ変換したビーム放射光信号の周波数スペクトルの一例を紹介します。この
放電では f=87, 66, 23kHz にピークを持つ 3つの密度揺動が観測されました（それぞれ図 1（中）のA-C
に対応）。ピックアップコイルによる磁気揺動計測から、プラズマ中の高速イオンに起因する電磁流体
不安定性が原因と考えられます。この揺動強度のプラズマ中の空間分布を調べたところ、A-C ともそれ
ぞれ異なる揺動強度分布を持つことがわかり、揺動の性質の理解が進みました。残念ながら現在まで、
明確に「乱流を捕らえた」といえる結果は得られていませんが、観測事実を一つ一つ丁寧に解釈し、研
究を進めていく予定です。

図１：（左）ヘリオトロン Jに設置したビーム放射分光装置の概略図、（中）ビーム放射光信号の周波数
スペクトル、および（右）揺動強度の空間分布（横軸 ρは規格化したプラズマ小半径）。
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生存圏診断統御研究系　レーダー大気圏科学分野　（山本研究室）
http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/labs/yamamoto-lab/
「超高層大気の波動を観測ロケットと地上から同時観測」

地球大気の高度100 km以上の領域は超高層大気と呼ばれ
ます。大気の一部は太陽光に含まれる紫外線によって電離
し、いわゆる電離圏（電離層）を形作っています。古くは短
波の電離層反射が長距離通信のために利用されてきました。
今では多数の衛星が飛翔し、GPSや衛星放送などの電波が
透過します。超高層大気の環境は「宇宙天気」として盛んに
研究されています。「宇宙天気」では太陽面の爆発現象等が
地球にもたらす「上からの」影響の研究が進められてきまし
たが、近年、大気波動による「下からの」影響が非常に大き
いことが明らかになってきました。しかし下層から超高層大
気に向かって伝搬する大気波動の経路と超高層大気への影
響についての理解は未だ十分ではありません。
我々は、MUレーダーを用いて中緯度電離圏の研究を行っ
てきました。従来は比較的静穏な領域とされていた中緯度
域ですが、時には活発な波動現象が生じます。中緯度域に
特有の現象の 1つは、電離圏F領域（高度 200-500 km）に
おける中規模伝搬性電離圏擾乱（Medium-Scale Traveling 
Ionospheric Disturbances; MSTID）と呼ばれる周期 1時間
程度の波動です。日本全土に配備されているGPS受信機網を利用
した全電子数（Total Electron Content; TEC）観測や 630 nm大気
光のイメージング観測により、北西 -南東方向の水平波面を持ち
波長は 100-300 kmで、南西方向に伝搬します。一方、電離圏E領
域（高度 90-150km）には、スポラディックE （Es）層に伴う不規
則構造で数分から十数分の周期性を示す「準周期エコー（QPエ
コー）」が発生します（図 1）。2つの現象は、どちらも夏期の夜間
に頻出することや水平波面が北西 -南東に伸び南西方向に伝搬す
るなどの類似性があります。QPエコーの出現には 1時間程度の周
期性も見られます。さらにMUレーダーと小型レーダーを用いた
同時観測や、計算機シミュレーションなどによって、2つの現象
には地球磁力線を通じた相互作用が働いており、MSTIDの生成に
QPエコーが重要な役割を果たすことが分かってきました [1]。
電離圏のE領域とF領域で同時に発生するこれらの現象を一気
に明らかにすることを目的として、2013 年 7～ 8月に大規模な観
測が行われようとしています（図2）。地上のGPS観測網やレーダー
からMSTIDや QPエコーの発生が観測されるとき、JAXA宇宙
科学研究所が内之浦宇宙空間観測所（鹿児島県）から 2機の観測
ロケット（S-520-27 号機と S-310-42 号機）を連続的に打上げます。
ロケットは電離圏パラメータ（電子密度、電界など）を直接測定する他、リチウムやTMA （トリメチル
アルミニウム）を放出して発光雲を形成します。この 3次元形状を連続的に撮影することで風速が測定
されます。リチウムは通常は太陽光に照らされて赤く発光するのですが今回の観測は夜間に行われます。
そのため光源として月光を利用します。これは世界初の試みであり、今回の観測のなかでも特筆されます。
現在は観測ロケットに搭載される機器の準備が進められています。また発行雲の撮像は飛行機から実施
することが望ましいため、実現すべく努力を続けています。

[1]   Yokoyama, T., D. L. Hysell, Y. Otsuka, M. Yamamoto, Three-dimensional simulation of the coupled 
Perkins and E-s-layer instabilities in the nighttime midlatitude ionosphere, J. Geophys. Res., 114, 
A03308, 2009.

図1：MUレーダーによるE領域高度のQP
エコーの観測例。短周期の準周期構造はEs
層の空間構造に起因することが分かってい
ます。しかし上図から明らかなように、１
時間程度の周期をもつ変動もあります。
MSTID との関連が示唆されてきました。

図 2：2013 年 7 ～ 8 月に予定されて
いる観測ロケットと地上観測の概念図。
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生存圏開発創成研究系　宇宙圏航行システム工学分野　（山川研究室）
http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/space/index-j
「地球放射線帯における高エネルギー電子生成メカニズム解明に挑む科学衛星観測」

地球の放射線帯を観測する、我が国の科学衛星 ERG　
（Energization and Radiation in Geospace）ミッションがス
タートしました。高エネルギーの粒子からなる放射線帯は、
米国が初めて打ち上げに成功した人工衛星「エクスプローラ」
に搭載した観測器により発見されました。発見者の名前を
とってヴァンアレン帯ともよばれるこの地球の放射線帯です
が、その高度が地球の半径の 10 倍程度まで広がっていて、
地球を周回している人工衛星周辺の環境として無視できない
存在です。この放射線帯は大きく分けて内帯と外帯に分類さ
れますが、特に外帯高エネルギー粒子の状態（粒子フラック
ス）が、地球の磁気圏活動に依存してダイナミックに変化し

ていることが知られており、その高エネルギー粒子の生成・消滅メカニズムの解明は磁気圏物理学でも、
地球周辺の宇宙空間を利用していくという意味でも重要になりつつあります。この放射線帯の物理を明
らかにすべくERG衛星が計画され 2015 年末打ち上げを目指して開発が急ピッチで進められています。
山川研究室では、この ERG衛星に搭載する二種類の観測装置を担当しています。一つは、プラズマ
波動観測器（PWE: Plasma Wave Experiment）、もう一つは、「波動 - 粒子相互作用解析装置（WPIA: 
Wave-Particle Interaction Analyzer）」です。PWEについては従来から科学衛星に搭載してきたプラズ
マ波動観測装置の延長上にあるもので、一方、WPIAについては、今回、まったく新しい観測装置とし
て搭載されるものです。科学衛星における観測手法として、このWPIAは世界的にみても未だなされ

た例はなく、その意味で非常にチャレンジングな
計測になっています。放射線帯における高エネル
ギー電子の生成に関してプラズマ波動と粒子との
相互作用が重要であると近年指摘されており、
ERG 衛星でも波動と粒子との間でのエネルギー
授受を定量的におさえることが重要なため、
WPIAでは、このエネルギー授受のキーとなる電
界ベクトル（E）と電子速度ベクトル（V）との
角度差を観測します（図 2）。このために従来は速
度分布関数として計測していた電子を、電子一つ
一つとして観測し、オンボードでプラズマ波動ベ
クトルとの角度差を記録していきます。これによ
り速度分布関数では失われていた上記角度差を保

存したまま計測することができ、E•Vという、これまで観測されたことのない物理量を得ることがで
きます。まったく新しいこの手法を京大発の観測手法として成功させるべく現在、設計を進めています。
海外の関連研究者にこの観測器のことを話すと「そんなことが本当にできるのか」と驚かれます。果た
して日本の科学衛星で初めて試みられるこの手法がどのようなサイエンスアウトプットを出してくれる
のか、今から楽しみにしながら開発をすすめています。

図 1：地球放射線帯を観測するERG衛星
（©JAXA）。

図2：WPIA(下 )と従来からの観測手法(上)との違い。
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生存圏開発創成研究系　生存圏電波応用分野　（篠原研究室）
http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/space/index-j
「パネル構造型宇宙太陽発電所のためのパネル位置推定を用いたビーム形成技術の研究」

当研究室では、宇宙太陽発電所 SPS（Space Solar Power 
Satellite/Station）の実現を目指し、SPS で用いるマイクロ波無
線電力伝送技術を中心に研究開発を行っている。SPS構想とは、
地球の影に入らず地上が夜でも太陽光が当たる静止衛星軌道
（36,000km上空）に 100 万 kWの太陽光発電衛星を配置し、雨
でも減衰しないマイクロ波という電磁波を用いて衛星から地上
へ無線電力伝送をして昼夜天候に関係のない CO2 フリーな発
電所の実現を目指す構想である。SPS は我国の宇宙開発の目標
を定めた宇宙基本計画に記載され、現在経済産業省のプロジェ
クトとして太陽光発電無線送受電技術委員会が実施され、SPS
実現を目指してAll Japan で研究開発が行われている。本プロ
ジェクトは当研究室篠原が委員長であり、JAXA（宇宙航空研
究開発機構）とも連携して特にマイクロ波無線電力伝送に関す
る研究を行っている。
SPSで特に重要な技術となるのが、高精度マイクロ波ビーム
制御であり、高精度目標位置推定技術である。SPS では
36,000km先の 2kmサイズの受電サイトに 100万 kWのマイクロ
波エネルギービームを集中させなければならない。ビーム制御
にはフェーズドアレーアンテナを用い、目標位置推定には地上
の受電サイトから送られるパイロット信号の位相情報を用いる。
SPSのフェーズドアレーでは、その巨大なアンテナ面に歪みが発生し、ビーム形成に大きく影響を与える
（図 1, 図 2）。そこで本研究室ではパネル位置推定を用いたビーム制御法であるPAC（Position and Angle 
Correction）法を用いた目標位置検出誤差低減方法について検討を行い、アンテナ面の歪みや位置推定に
用いるパイロット信号の測定誤差が大きい場合でもビーム制御が可能な手法を提案した（図 3）。

参考文献
Takaki Ishikawa and Naoki Shinohara, “Study on Position Estimation of Antenna Panels for Panel-
Structure Solar Power Satellite / Station with Pilot Signal”, Proc. of 2012 International Conference on 
Electromagnetics in Advanced Applications (ICEAA’12), pp.474-477, 2012.9

図 1：パネル構造型SPS

図 2：パネル構造

図 3：パイロット信号受信点の間隔とパイロット信号到来角、パネル位置推定誤差の関係
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博士論文概要
[課程博士一覧 ]

小野田　有　吾 「Trapping of Yb+ Loaded through Photoionization in RF Ion 

Trap」
平成24年 1月 23日

（光イオン化法で生成した Yb+の RFイオントラップ）
内　山　宏　樹 「ICカードのセキュリティプロトコルカスタマイズ技術に関

する研究」
平成24年 1月 23日

向　井　清　史 「ヘリオトロン Jプラズマにおけるマイクロ波 AM反射計を
用いた電子密度分布計測および粒子輸送特性に関する研究」

平成24年 1月 23日

宅　野　嗣　大 「High Frequency Switching of SiC Transistors and its 

Application to In-home Power Distribution」
平成24年 3月 26日

(SiCトランジスタの高周波スイッチングとその家庭内電力配
電への応用 )

笹　山　瑛　由 「ブレイン‐マシン・インタフェースに向けた多チャネル脳
波計測による脳内情報抽出法および識別法に関する研究」

平成24年 3月 26日

小　西　武　史 「直流電気鉄道における電力需給システムの高度化に関する
基礎研究」

平成24年 3月 26日

占　部　継一郎 「Spectroscopic Study of Dielectric Barrier Discharge at 

Atmospheric Pressure」
平成24年 3月 26日

（大気圧誘電体バリア放電の分光学的研究）
奥　村　宏　典 「Formation Mechanism of Extended Defects in AlN Grown on 

SiC {0001} and Their Reduction by Initial Growth Control」
平成24年 3月 26日

（SiC{0001}基板上に成長した AlN層の拡張欠陥の生成機構と
初期成長制御によるその低減）

三　宅　裕　樹 「Inter face Control of AlGaN/SiC Heterojunction and 

Development of High-Cur rent-Gain SiC-Based Bipolar 

Transistors」

平成24年 3月 26日

(AlGaN/SiCへテロ接合界面制御および高電流増幅率 SiC系
バイポーラトランジスタの実現 )

梅　田　健　一 「周波数変調 AFMによる固液界面における静電相互作用力の
解明およびその表面電荷分布計測への応用」

平成24年 3月 26日

鈴　木　一　博 「3次元フォースマッピング法による固液界面の分子スケール
構造物性評価」

平成24年 3月 26日

服　部　真　史 「二酸化チタンナノチューブ光触媒を用いた水素生成・分離
一体型メンブレンの開発」

平成24年 3月 26日

岩　橋　清　太 「フォトニック結晶レーザの共振特性に与える格子構造の包
括的解析と機能性向上」

平成24年 3月 26日

瀧　川　信　一 「複素平面波展開法を用いたフォトニック結晶レーザの解析
に関する研究」

平成24年 3月 26日

Menaka De Zoysa「Thermal Emission Control by Intersubband Transitions in 

Quantum Wells and Two-Dimensional Photonic Crystals」
平成24年 3月 26日

（量子井戸のサブバンド間遷移と 2次元フォトニック結晶を
用いた熱輻射制御）
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池之上　卓　己 「超音波噴霧法による薄膜形成と有機薄膜太陽電池への応用
に関する研究」

平成24年 3月 26日

吉　田　　　誠 「広帯域マルチキャリア無線伝送技術に関する研究」 平成24年 3月 26日
横　田　健　治 「通信品質向上のためのネットワークシステム制御技術」 平成24年 3月 26日
田　村　昌　也 「Research on a compact and high-per formance filter for 

wireless LAN and suitable sensor structure for downsizing of 

measurement equipment based on control of electromagnetic 

waves」

平成24年 9月 24日

（電磁波制御技術を用いた小型で高性能な無線 LAN用フィル
タ、及び測定装置の小型化に適したセンサ構造に関する研究）

青　柳　西　蔵 「行動変容のためのオンラインコミュニティに関する研究」 平成24年 9月 24日
福　原　　　始 「Miniaturization and Integration of Measurement Systems for 

Space Electromagnetic Environments」
平成24年 9月 24日

(宇宙電磁環境計測システムの小型集積化 )
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小野田　有　吾　（北野教授）
「Trapping of Yb+ Loaded through Photoionization in RF Ion Trap」
（光イオン化法で生成したYb+ の RFイオントラップ）
平成 24年 1月 23 日授与

超高真空中の狭い空間に閉じ込めたイオンは、周りから孤立した状態にあり、その内部状態が受ける
擾乱が少ない。このため、きわめて正確な原子時計の基準や量子計算機への応用が盛んに研究されている。
イオンを閉じこめる方法には、高周波（RF）電場を用いるRFイオントラップがよく用いられている。
トラップへのイオンの導入は、通常、トラップ内で原子をイオン化して行う。イオン化方法として、加
速させた電子を衝突させる電子衝撃法が用いられてきたが、最近、光イオン化法が注目されている。光
イオン化法は（1）詳細は省略するが、トラップポテンシャルを変形させイオンを加熱する効果が小さい、
（2）中間準位の同位体シフトを利用して、特定の同位体のみを選択的にイオン化できる、（3）導入中も
イオンの蛍光を観測できるので、少数個導入がやりやすい、という利点をもつ。
研究室では光時計として有望なイッテルビウムイオン（Yb+）の研究を進めている。光イオン化を用い

たYb+ の導入は他の研究機関でも採用されているが、その詳細な特性を本研究ではじめて明らかにした。
Yb原子の光イオン化は、2段階励起、波長 399 nm光で基底準位 1S0 から 1P1 準位へ、1P1 準位からさ
らにイオン化ポテンシャル以上に励起して行う（図1）。波長399 nm光はチタニウムサファイアレーザー
の第 2高調波を、効率を高めるために光共振器内に設置した非線形光学結晶で発生させた。その際、結
晶端面の反射による損失を入出射面の反射を干渉させて取り除き、変換効率を高めた。結晶の温度制御
により低損失状態を長時間維持できることを示した。波長 399 
nm光を特定の同位体に同調させるために、ランプ中のYbの飽
和吸収を検出した。原子の密度を上げていくと線形吸収による
レーザー光の減衰が大きくなり、やがて飽和パワー以下になっ
て飽和吸収信号が消失することを見出した。存在比の大きい同
位体からこの状態となることを利用し、存在比の小さい同位体
の信号だけを残せることを示した。
続いて、様々な条件でイオン導入速度を測定した。導入速度
は導入時のイオン数の時間変化から求めた。個数の推定は、ト
ラップ内のイオンの調和振動を電気的共鳴で検出し、その信号
の大きさから行った。トラップの非線形性から生じる個数推定の不確かさを低減する工夫をした。第 2
励起光の波長依存性を、外部共振器型紫外半導体レーザーを複数波長準備して測定した（図 2）。測定し
た範囲内では、イオン化エネルギー近傍が導入速度最大で、導入断面積を 40（15）Mbと推定した。波
長 369.5nm の Yb+ レーザー冷却光が、第 2励起光の代替として使えることを定量的に示した。第 2励
起光がイオン化ポテンシャルより低くなると導入速度は大きく減少する一方、リュードベリ準位への励
起を導入速度の増加として観測できることが分かった。第 1励起光だけでもイオンが生成されることが
知られていたが、その導入速度は 3桁小さく 1P1 準位からの非共
鳴 2光子吸収が支配的なイオン生成過程であることが分かった。
また、第 1励起で同位体混合物から特定同位体を選択的にイオ
ン化し導入する場合、電荷交換衝突が純度を制限する要因のひ
とつとなる。理論的検討から、電荷交換速度よりも十分短い時
間でイオン導入を終了する必要があることが分かった。同位体
171 と 174 を使って電荷交換衝突速度を測定し、純度を保って導
入できる最大イオン数を推定したところ、存在比が 0.1% ともっ
とも小さい 168Yb の場合のみ、電荷交換の影響が無視できないこ
とがわかった。

図 1　Yb原子の準位（関係分）

図 2　イオン導入速度の第 2励起
波長依存性
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内　山　宏　樹（佐藤亨教授）
「ICカードのセキュリティプロトコルカスタマイズ技術に関する研究」
平成 24年 1月 23 日授与

近年、携帯電話、情報家電、IC カード等の普及にともない、個人が利用する電子機器が様々な形で
外部のネットワークと接続されるユビキタス環境がますます進展しつつあります。このようなユビキタ
ス環境では、多種多様な電子機器やネットワークがサービス提供時に利用されるため、ユーザの利用環
境に応じて適切な「安全」を提供することが必要となります。このような安全を提供するために、機器
同士の正当性を確認する「認証プロトコル」や機器同士で暗号通信を行うために必要な鍵を共有する「鍵
交換プロトコル」といったセキュリティプロトコルが利用されることが一般的ですが、セキュリティプ
ロトコルはデバイス毎に固定的に利用される場合が多く、利用するサービスが増加すればするほど多数
のデバイスを持ち歩く必要があり、ユーザの利便性を損ねていました。また、実サービスの開始後に利
用中のセキュリティプロトコルに脆弱性が発見される場合があり、このような脆弱性への対策を迅速に
行う仕組みを提供することが急務となっていました。
本論文では、このような背景に鑑み、ユビキタス環境で利用されるデバイスの中でも処理能力が低く、
メモリ容量も少ない IC カードに適用可能なセキュリティプロトコルの動的なカスタマイズ技術の実現
を目指し研究を実施しました。具体的には、図 1に示すように、セキュリティプロトコルの動的なカス
タマイズに適した構成として、 IC カード内のアプリケーションと OS の間のミドルウェアとしてセ
キュリティプロトコル機能を提供するモジュールを配置する構成を提案し、IC カードの外部で生成し
たモジュールを置換する外部カスタマイズ方式と IC カードの内部で動的にセキュリティプロトコルの
カスタマイズを行う内部カスタマイズ方式という 2 種類のセキュリティプロトコルカスタマイズ方式を
開発しました。開発した IC カードのセキュリティプロトコルカスタマイズ技術を実サービスに対して
適用してゆくことにより、ユビキタス環境におけるユーザの利便性を損なうことなく安全性の向上に繋
がることが期待されます。

図 1： 開発した ICカードのセキュリティプロトコルカスタマイズ方式
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向　井　清　史（水内教授）
「ヘリオトロンJプラズマにおけるマイクロ波AM反射計を用いた電子密度分布計測および
粒子輸送特性に関する研究」
平成 24 年 1月 23 日授与

磁場閉じ込めプラズマによる核融合発電は、原理的に暴走が生じない、高レベル放射性廃棄物が発生
しない、CO2 を排出しない、安定して高出力が得られる、といった長所から、その実現が期待されてい
る。核融合プラズマ研究において、粒子輸送研究は非常に重要な研究課題の一つであり、電子密度分布
計測はその基礎となるものである。本論文は、エネルギー理工学研究所の磁場プラズマ閉じ込め装置で
あるヘリオトロン Jにおいて、電子密度分布計測装置を開発し、計測された密度分布を基に、電子サイ
クロトロン共鳴加熱（ECH）プラズマの粒子輸送特性を明らかにしたものである。
研究では、粒子輸送研究に必要な、高時間分解能かつ広測定空間領域での電子密度分布計測装置とし
て、図 1に示すようなマイクロ波振幅変調（AM）反射計の開発を行った。ヘリオトロン Jのプラズマ
特性を考慮し、時間分解能を 1 ms とし、予測される凹状の分布に対応できるよう波の入射モードとし
てXモードを選択した。また、搬送周波数を 33-56 GHz と選択することにより、線平均電子密度 n

‒
e ~ 1.0

×1019 m-3 のプラズマで、プラズマ周辺部から中心部に渡る広い測定区間領域を実現した。開発した
AM反射計を実際にプラズマ計測へと適用し、ECHプラズマでは凹状の、中性粒子ビーム入射（NBI）
加熱プラズマではピークした密度分布を得ることに成功した。
また、ECHプラズマにおいてガスパフを用いた密度変調実験を行い、粒子輸送解析を行うことでプ
ラズマコア部での拡散係数Dcoreおよび対流速度Vcoreの評価を行った。背景のn

‒
eを0.6, 0.9×1019 m-3とし、

50 Hzの密度変調を印加した。輸送解析の結果、Dcore は n
‒
e が増加すると減少することが分かった。また、

Vcore はいずれの n
‒
e でも正の値を示しており、低密度でより大きい値を示すことが分かった。これらは、

中心加熱のECHプラズマでは、外向きの対流項が粒子輸送を決定する上で重要な役割を果たしており、
特に低密度領域でその影響が大きいことを定量的に示す結果である。
以上の結果は、ヘリオトロン Jの最も重要な課題である、プラズマ閉じ込め磁場配位（ヘリカル軸ヘ
リオトロン磁場配位）の実験的最適化を進める上で非常に重要な成果である。今後、粒子輸送特性の磁
場配位依存性を明らかにするこ
とで磁場配位最適化への貢献が
大いに期待される。
その他、本論文では、通常の
ガスパフによる粒子供給時と比
較し高いプラズマ蓄積エネル
ギーが得られる、超音速分子ビー
ム入射による粒子供給時の電子
密度分布挙動を明らかにした。
この結果は、ヘリオトロン J の
粒子供給法最適化を推進する手
掛かりとなる成果である。

図１　マイクロ波AM反射計の構成図
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宅　野　嗣　大（引原教授）
「High Frequency Switching of SiC Transistors and its Application to In-home 
Power Distribution」
（SiC トランジスタの高周波スイッチングとその家庭内電力配電への応用）
平成 24年 3月 26 日 授与

近代以降の社会は、電気エネルギーおよび通信によって支えられているといって過言ではない。電気
通信は、モールス信号のように符号化されたディジタル通信に始まり、次第にアナログへ変遷し、現在、
再びディジタル通信が全盛を迎えている。一方の電気エネルギーの供給は、エジソン、テスラの直流交
流論争の時代から今まで、一貫してアナログのネットワークをもとに発展してきた。しかし、電源の分
散化など近年の電力供給を取り巻く構造の変化を推進するためには、ネットワークの変革が求められる。
そこで、本研究では家庭内での配電について、電気通信の進化に倣い、「電力のディジタル化」を提案し、
その原理検証を行った。
本研究では、電力のディジタル化の手法として、TCP/IP 網での情報通信に用いるパケットのように
電力を適当な単位で分割する「電力のパケット化」を検討した。この方法は、分割された電力に、その
電力の量、電圧、直流交流の別、発電した電源の種類、電力を要求している負荷などの情報を付加し、
この情報にもとづいて任意の電源から任意の負荷へ配電するものである。これは、電力と情報を統一し
て取り扱うことを意味している。この方法により、負荷の特性にあった適切な電源からの電力を分配す
ることができ、分散電源の使い分けや需給バランスの調整が可能になる。しかしながら、電力と情報を
統一して扱うためには、パケットを生成する変換器において、電力分配に必要な大きさの電力を、情報
処理に必要なだけの速度でスイッチングする必要がある。そこで、SiC 半導体トランジスタの高耐圧、
大電流密度、高速スイッチング性能に着目し、電力の高速スイッチングが可能であることを実証した。
図 1に 30Wの抵抗負荷を 200V、5Aの SiC JFETによって 15MHz でスイッチングした場合の波形を示
す。この結果をもって、電力パケットの生成および伝送の実証実験を行った。パケット生成と振り分け
を行うハードウエアをそれぞれ作成し、2つの電圧源と 2種類の負荷（ランプ、ファン）をそれらの装
置を介し一組のケーブルでつないだ。電圧源とケーブルの間にはパケット生成装置が、ケーブルと負荷
の間にはパケット振り分け装置が接続される。それぞれの負荷にアドレスを割り振り、パケット内の負
荷アドレスを参照し正しく負荷にパケットを振り分けられるかを確認した。図 2に振り分け前後のパ
ケットを示す。A部およびB部でパケットが切り替わっている。この実証実験をもって、パケットによ
る電力伝送の実現性が示された。

図 1：　SiC JFETの 15MHzスイッチング波形 図 2：電力パケット伝送実験の結果
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笹　山　瑛　由（小林教授）
「ブレイン‐マシン・インタフェースに向けた多チャネル脳波計測による
脳内情報抽出法および識別法に関する研究」
平成 24年 3月 26 日授与

近年、非侵襲計測法の進展に伴い、ヒトの高次脳機能に関する研究が活発に行われるようになってき
ている一方、工学分野において末梢神経系、感覚器、運動器などを介さずに、脳とコンピュータ間で直
接情報を伝達する技術であるブレイン‐マシン・インタフェース（BMI）が注目を集めている。現在の
BMI研究は、抽出しようとしている信号が識別に適した信号であるか否かを検討していないものが多い。
そこで本研究では、まず 2種類の脳波（EEG）に基づくBMI に関して、多チャネルEEG計測によって
生理学的な見地より検討を行った。一つは、左右手首屈伸運動時およびそのイメージ時における脳波律
動、もう一つは定常体性感覚誘発電位に基づく左右示指への注意識別である。その後、左右手首屈伸運
動おける律動変動に基づく BMI について特定の脳部位の信号を高精度に抽出するため、機能的磁気共
鳴画像（fMRI）賦活部位を線形制約とするEEG空間フィルタに基づく手首屈伸運動の左右識別につい
て検討した。
左右手首屈伸運動時およびそのイメージ時における脳波律動の識別法として、累積分布関数より同定
した閾値を用いた左右識別法を提案した。まず、信号を限局するためスプライン・ラプラシアン解析を
用いた。その後、ウェーブレット解析による時間－周波数解析を行い、周波数帯域や時間、EEG電極
を同定し、最後に、左右識別の閾値を累積分布関数より取得して識別した。提案手法は、機械学習であ
る従来法よりも識別率は有意に高かった。
定常体性感覚誘発電位に基づく左右示指への注意識別法として、定常体性感覚誘発電位の抽出方法と
して、狭帯域フィルタ、主成分分析および独立成分分析を用い、得られた独立成分について、定常体性
感覚誘発電位マップを評価ベクトルとした評価式による独立成分の同定法を提案し、さらに、同定した
独立成分を用いて左右示指への注意識別をする手法を提案した。識別率は現段階では十分高いとは言え
ないが、本手法による定常体性感覚誘発電位に基づくBMI の構築の可能性が示された。
左右手首屈伸運動時における脳波律動の識別法として、fMRI 賦活部位を線形制約条件とするEEG空
間フィルタに基づく手首屈伸運動の左右識別法を提案した。まず、MRI データより実頭部ボクセルモデ
ルを作成した。次に、左右手首屈伸運動時の fMRI 計測を行い、得られた fMRI 賦活領域を線形制約と
する、線形制約付きプリホワイトニング空間
フィルタを設計した。最後に、同空間フィルタ
で推定された事象関連同期・脱同期の信号強度
を fMRI 賦活領域内で推定し、これを特徴量と
して左右識別した（図 1）。この提案手法は、
EEGデータのみを用いて識別する従来の手法
よりも識別率が有意に高いことから、EEG に
加えMRI および fMRI のデータを複合的に用
いることで、識別率が向上することが分かっ
た。

　　(a) 右手運動時　　　　(b) 左手運動時
図 1：β律動の信号源推定結果
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小　西　武　史（雨宮教授）
「直流電気鉄道における電力需給システムの高度化に関する基礎研究」
平成 24 年 3 月 26 日授与

本研究では、直流電気鉄道における電力需給システムの高度化を実現するため、電力の需要側と供給
側に対する新技術の適用を検討した。需給側からのアプローチとして、同期トルクと非同期トルクの両
立が可能で高効率、高トルク密度、高出力、定トルクに近い垂下加速特性、過負荷に対して乱調や脱調
しにくい安定した出力特性など、既存の回転機では実現できない高性能化ならびに高機能化が達成でき
る高温超伝導誘導 /同期電動機（HTS-ISM）について、電車主電動機適用時の特性を明らかにした。供
給側からのアプローチとして、電車線の電圧降下補償、回生エネルギー有効利用などの電力供給システ
ムの高品質化、省エネルギー化を実現できる地上用電力貯蔵システムについて、解析、実証試験を通じ
てその特性を明らかにした。
供給側である主電動機の検証においては、各電動機の回路定数を求め、電車の主電動機に適用した際
の入力電力と電力損失（効率）を推定した。まず、ある直流電気鉄道の電力負荷特性から、直流直巻電
動機（DCM）を主電動機に適用した際の電車走行時のトルク、電力損失などの各特性を類推した。次に、
そのトルク特性を得るために、異なる電動機（一般的な常温かご形誘導電動機（N-IM）、 HTS-ISM）を
適用した場合に必要な回路定数を設定した。HTS-ISMに関しては高温超伝導体の電磁現象から考えら
れる超伝導電動機の回転原理をもとに等価回路を導くことにより、トルク特性を得た（図 1）。各電動機
の入力電力を比較すると、電力損失に関してはHTS-ISMが最も小さくなることを定量的に示した。そ
の結果、HTS-ISMの電車主電動機への適用により、力行電力の抑制効果、回生エネルギーの増大効果
が得られることを示した。
需要側である電力貯蔵システムの検討では、電力貯蔵媒体として電気二重層キャパシ（EDLC）を想
定し、電力貯蔵システムを過渡解析モデルによる計算、ミニモデルによる基礎試験、実証試験を通じて
検証した。だが、電力貯蔵システムの充放電制御
は、電車線の電圧が「充電開始電圧」を上回ると
充電、「放電開始電圧」を下回ると放電する方式（固
定電圧制御）が当初適用されていたため、必ずし
も適切な充放電特性が得られるとは限らなかっ
た。そこで、「充電開始電圧」と「放電開始電圧」
を電力貯蔵媒体の充電状態に応じて変動させるこ
とによって、電力貯蔵システムが充電と放電の何
れの動作にも常に対応できるように機能する制御
手法（可変電圧制御）を提案した。
本研究のまとめとして、電力貯蔵システムと、
HTS-ISMの両者を直流電気鉄道に導入した場合の
省エネルギー効果を、電力シミュレーションを用
いて評価した。電動機の相違（N-IM と HTS-
ISM）、電力貯蔵システムの有無、充放電制御手法
の相違（固定電圧制御と可変電圧制御）による使
用エネルギーと電圧変動を比較した（図 2）。その
結果、現状の制御手法を改良した電力貯蔵システ
ムを適用することにより、回生エネルギーのさら
なる活用が見込まれ、かつHTS-ISMの導入によ
り 3～ 4%程度の省エネルギー効果が発揮される
ことを示した。同時に、HTS-ISMと可変電圧制御
を適用した電力貯蔵システムの適用により、系統
の標準直流電圧を 2～ 7%改善する効果を示した。

図 1　N-IM、HTS-ISMのすべり－トルク特性の
解析結果

図 2　全体システムの検証回路構成
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占　部 　継一郎　（高岡教授）
「Spectroscopic Study of Dielectric Barrier Discharge at Atmospheric Pressure」
（大気圧誘電体バリア放電の分光学的研究）
平成 24年 3月 26 日 授与

大気圧下で低温プラズマを生成することにより，従来の低圧プラズマ材料プロセスの大幅なコスト
カットが実現し、さらに液体やバイオマテリアルに対するプロセスが可能であることから、世界中で大
気圧プラズマに関する研究が精力的に進められている。また、近年新しい学術分野としてプラズマ医療
工学の研究も開始されるなど、今後も本分野の研究は拡大を続けると考えられる。本論文では種々の大
気圧プラズマ生成法の中で空間均一性・熱非平衡性（ガス温度が上昇しない）に優れた誘電体バリア放
電を研究対象とし、分光学的手法によるプラズマパラメータの診断や放電機構の解明、さらには解明し
たメカニズムを応用した放電状態の制御法の研究を行った。（図 1）
大気圧下で安定したプラズマを生成するには、パッシェンの法則に従い放電空間をmmオーダ以下に
する必要があり、分光測定においてもサブmmの空間分解能が必要となる。本研究では十分な時空間分
解能が得られるレーザ吸収分光法やレーザ誘起蛍光法、CO2 レーザヘテロダイン干渉計などを用い電子
や励起粒子の時空間分布測定結果から誘電体バリア放電の放電機構を明らかした。また、広帯域かつコ
ヒーレントな光源である光周波数コムを用いた新規分光計測法の研究開発も並行して進め、アルゴン準
安定励起原子の吸収スペクトル測定に成功した。
上記の研究結果を基に、不安定なフィラメント状放電となる傾向が強いアルゴンガス中での誘電体バ
リア放電を、有機・無機分子の添加により安定なグロー状放電に遷移させた。（図 2） 2 つの放電状態間
の遷移現象には非線形性の存在が示唆され、近年報告が相次いでいる大気圧放電中の非線形現象（自己
組織化・カオス）の 1種であると考えられる。このように、大気圧プラズマはプロセス用プラズマ源と
して魅力的であると同時に、反応拡散系非線形現象のモデル実験としても非常に有用であり、今後この
分野における研究の発展も大いに期待される。

図１：大気圧プラズマ研究の展開と本論文の研究
対象である誘電体バリア放電の位置づけ

図 2：アルゴンガス流中誘電体バリア放電の
アセトン添加率 A による放電形態制御

（ａ）装置構成　（ｂ）フィラメント状放電A = 0.15%
　（ｃ）グロー状放電 A = 0.55%



No.29

44

奥　村　宏　典（木本教授）
「Formation Mechanism of Extended Defects in AlN Grown on SiC {0001} and Their 
Reduction by Initial Growth Control」
（SiC{0001}基板上に成長したAlN層の拡張欠陥の生成機構と初期成長制御によるその低減）
平成 24 年 3 月 26 日授与

殺菌や化学分析装置の小型化・低消費電力化に向けて、深紫外発光デバイスが着目されている。深紫
外発光用材料として、禁制帯幅 6.0 eV（波長 207m 相当）を有する直接遷移型半導体のAlN が有力で
ある。AlN 成長には、格子定数差の小さい（～ 1%）SiC が最適な基板の一つである。しかし、
SiC{0001} 基板上AlN 成長層には、高密度の貫通転位（～ 1010 cm-2）や、積層不整合境界（SMB）と呼
ばれる面欠陥が発生する。高効率の深紫外発光デバイスの実現には、AlN層中の欠陥低減が不可欠であ
る。
本論文は、分子線エピタキシ（MBE）法を用いた、ステップ高さを制御した SiC{0001} 基板上への高
品質AlNの結晶成長、および透過型電子顕微鏡（TEM）を用いたAlN層の欠陥評価について報告して
いる。以下に示すように、大面積 SiC{0001} 基板上への高品質AlN成長方法を提案し、実際に、現在報
告されている中で最高品質の薄膜AlN 成長に成功した。また、MBE法による低温（650oC）AlN 成長
においても、非常に優れた光学特性が得られることを初めて示した。本論文は、新たな高品質AlN 成
長方法を提案するものであり、深紫外発光デバイス研究開発の新たな方向を示すものである。
1．高温水素ガスエッチングによる SiC{0001} 基板表面のステップ高さ制御
ガスエッチング条件や基板オフ方向の異なる表面を詳細に観察・制御し、6H-SiC（0001）では、2イ

ンチウエハの 30％領域で 6bilayer（図 1（a））、全面で 3bilayer 高さのステップを均一に得ることがで
きた。
2．2H-AlN（0001）層中の拡張欠陥の詳細な観察
SiC 基板のステップ端で発生する SMBや貫通転位列の高分解能TEM観察を行い、発生機構を詳細
に調べた。また、SiC上AlN層の臨界膜厚が予想を大きく上回る700 nm以上であることを明らかにした。
3．初期成長制御による高品質 2H-AlN {0001} 結晶成長 
Ga を AlN 成長直前に 2原子層照射し（サーファクタント効果）、かつ窒素プラズマ点灯直後にAlN
成長を開始することで、AlN層の貫通転位密度を約二桁（4x108 cm-2）低減することに成功した（図 1（b））。
4．高品質 2H-AlN（0001）層の光学特性
AlN層の低温 PL測定を行ったところ、非常に鋭い自由励起子ピーク（7.1 meV）が得られた（図 2）。

図１：(a) 高温水素ガスエッチング後の 6H-SiC (0001) 基板の
表面モフォロジー。(b) 6H-SiC (0001) 基板上に成長した厚さ
300 nmの AlNの平面 TEM像。 図 2：AlNの低温PL測定結果。
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三　宅　裕　樹（木本教授）
「Interface Control of AlGaN/SiC Heterojunction and Development of High-Current-
Gain SiC-Based Bipolar Transistors」
（AlGaN/SiCへテロ接合界面制御および高電流増幅率SiC系バイポーラトランジスタの実現）
平成 24 年 3 月 26 日授与

本論文は、次世代大電力変換用半導体素子として期待される、SiC バイポーラトランジスタ（BJT）
に関する研究をまとめたものである。特に、BJTの電力変換効率を決める最重要指標、電力増幅率の向
上に重点を置いている。本論文では、デバイス設計、エピタキシャル成長、デバイスプロセスの観点か
ら研究を行い、過去最高の電流増幅率（>250）と耐圧（>17kV）を実現した。また、さらなる電流増幅
率向上に向けて、III 族窒化物半導体（III-N）をエミッタとして用いた、III-N/SiC ヘテロ接合バイポー
ラトランジスタ（HBT）についても研究を行っている。SiC 上への III-N の成長、III-N/SiC 界面制御、
デバイスプロセスの構築を行い、世界で初めて III-N/SiC HBTのエミッタ接地電流増幅動作を実現した。
既存の電力変換素子は、Si ベースのパワー半導体（例えばMOSFETや IGBT）が用いられている。

これらは、高性能かつ低コストであり、現在のパワーエレクトロニクスの一翼を担っている。しかしな
がら、その変換効率や動作温度にはある程度の限界があり、Si 半導体そのものの物性値からきまる理論
限界を超えることはできない。そこで、特にパワー素子用半導体として、優れた物性を有する、SiC を
用いたトランジスタへの期待が高まっている。パワー素子には様々な形態があるが、本論文では、
1-10kV クラスの電力変換で有望なバイポーラトランジスタを選択している。理論的には優れた特性が
期待される SiC BJT であるが、素子の損失を決める、電流増幅率の値が極端に小さく、実用化には至っ
ていない。
上記問題を解決すべく、（1）SiC BJT のエピ方法の工夫による界面再結合低減、（2）p-SiC ベース中
の深い準位を低減するプロセスを用いたバルク再結合低減、（3）表面保護膜の形成手法検討による表面
再結合低減、を考案し、過去最大の電流増幅率 257-439 を実現した。また空間変調 JTEと呼ぶ、素子端
部での電界緩和構造を設けることで、過去最高耐圧 17kVを実現した。
さらなる電流増幅率向上に向けて、AlGaN をエミッタとして用いたAlGaN/SiC ヘテロ接合バイポー
ラトランジスタに関する研究も行った。AlGaN/SiC 界面をいかに作るかが、AlGaN/SiC HBTの性能を
左右する最も重要なポイントであり、（1）SiC 上へのAlGaN 成長方法の工夫、（2）AlGaN/SiC 界面の
バンドアライメント制御、（3）AlGaN/SiC 界面の電流輸送機構を詳細に研究した。結果、AlGaN/SiC 
HBTとして世界初となるエミッタ接地電流増幅動作（増幅率>10）を達成した。

図（左）作製したSiC BJT の電流電圧特性（右）作製したSiC BJT の電流増幅率のベンチマーク
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梅　田　健　一　（松重教授）
「周波数変調AFMによる固液界面における静電相互作用力の解明およびその表面電荷
分布計測への応用」
平成 24年 3月 26 日授与

近年のリソグラフィーを始めとする微細構造加工する技術の急速な発展により、高度情報化社会が形
成され、人々の生活スタイルが大きく様変わりしてきている。一方で、こうした top-down 的な手法で
は微細構造作製に限界が近づいてきており、電析や生体分子の自己組織化現象など溶液中における特異
な現象を生かした bottom-up 的なデバイス開発手法に注目が集まっている。近年、低雑音・低振幅モー
ドの採用により、周波数変調型の AFM（Frequency Modulation Atomic Force Microscopy: 
FM-AFM）は液中環境下においても超高真空中と同様に試料表面の構造を原子・分子スケールで実空
間計測することが可能であることが明らかとなった。この手法を更に発展させ、溶液中においても真空
中と同様に表面電位・物性計測が可能なようにすることで、次世代のデバイス開発のための基盤技術を
確立することが可能であると考えられる。本論文では固液界面におけるFM-AFMを用いた局所電荷密
度分布計測手法の開発を目的として研究を行った。
超高真空中では、探針 - 試料間に交流電圧を印加することによる、ケルビンフォース顕微鏡（Kelvin 
Probe Force Microscopy: KPFM）を用いることで、試料表面の表面電位分布を原子・分子スケールで
可視化することが明らかとなっているが、溶液中において同様の測定を行ったという報告は未だなされ
ていない。この手法を直接応用することを試み、実験結果の詳細な解析を行った結果、表面張力による
寄生振動および電気二重層によるAC電場の遮蔽効果
によって、溶液中ではKPFMと同様の方法では局所
表面電位計測が不可能であることを明らかにした。一
方で、これらの原理を利用することで、ピエゾ励振法
に見られる液セルやホルダーによる寄生振動を生じな
い静電励振法や高周波静電気力励振法の開発に成功し
た。図 1に示すように静電励振法を用いて溶液中にお
いて明瞭な原子像を得ることができることを明らかに
した。
更に上記の知見を取り入れることで、探針と試料表
面に存在する拡散二重層の重なりにより生じる電気二
重層力を用いた局所電荷分布計測の開発を行った。図
2 に開発を行った光熱励振法実験セットアップを示
す。カンチレバーの熱的に励振することで寄生振動の
問題を解消し、定量的な力計測が可能なようにした。
この装置を用いてDNA分子が固定化された poly-L-
lysine がコートされた白雲母表面上において周波数シ
フトマップ測定を行い局所的な電気二重層力計測を
行った。その結果得られたDNA分子上での電荷密度
は理論値である 0.15 C/m2 とほぼ同じ値であることが
分かった。本研究において、FM-AFMを用いた固液
界面における分子スケールでの電荷密度計測手法の開
発に成功した。

図 1：静電励振法を用いたKCl 水溶液中での原
子像観察、(a) 白雲母、(b) 塩化カリウム．

図 2： 開発を行った光熱励振法セットアップ．
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鈴　木　一　博（松重教授）
「3次元フォースマッピング法による固液界面の分子スケール構造物性評価」
平成 24年 3月 26 日授与

固液界面は近年注目を集めている。プリンタブルエレクトロニクス分野においては、デバイスを低コ
ストで作製可能であるという利点から、液体を基板上に滴下し配線やトランジスタを作製する技術の研
究が行われている。その際、液体の基板への濡れ性の制御が重要となるが、濡れ性は基板の親疎水や固
液界面近傍に形成される溶媒和構造と関連する。固
液界面近傍にはそれだけではなく電気二重層が形
成される。帯電した表面近傍に対イオンが引き寄せ
られ、バルク中よりイオン濃度が高い領域を電気二
重層と呼び、そこへは電気エネルギーの貯蔵が可能
であり、その性質を利用した蓄電デバイスの研究が
盛んに行われている。上記の研究には、溶媒和構造
や電気二重層のナノスケールでの局所的な評価を
する手法が必要とされているが、十分な評価手法が
確立していないのが現状である。本論文は液中動作
周波数変調検出方式原子間力顕微鏡（液中
FM-AFM）を用いた固液界面の溶媒和構造と電気
二重層の評価に関する研究成果である。
液中 FM-AFMで探針に働く溶媒和力や電気二重層力
を正確に測定することで、固液界面の溶媒和構造や電気
二重層をナノスケールで評価することを提案した。カン
チバーの励振方法には圧電励振法や光熱励振法がある
が、後者を採用することで、正確な力の測定が可能であ
ることを示した。図 1に開発した光熱励振法を用いた液
中 FM-AFMの装置構成を示す。親水性基板の白雲母上
の水和構造と疎水性基板であるグラファイト上のそれを
比較した。フォースマッピング測定を行った結果、白雲
母表面上の水和構造は白雲母の表面構造に依存した面内
方向に不均一な構造を有する一方で、グラファイト上に
おいては面内方向には一様な水和構造が形成されること
が確認された（図 2）。この結果は水分子が強く吸着する
サイトがグラファイト上には存在しないことを示す。

図 1：光熱励振法を用いたFM-AFMの装置構成．

図2：(a)超純水/グラファイト界面でのフォー
スマップ．矢印は面内方向に一様な水和構造
を示す．(b)(a) を面内方向に平均化したカン
チレバーの共振周波数変化 -探針試料間距離
曲線とそれを探針に働く力に変換した曲線．
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服　部　真　史（松重教授）
「二酸化チタンナノチューブ光触媒を用いた水素生成・分離一体型メンブレンの開発」
平成 24年 3月 26 日授与

化石燃料の枯渇化や、地球温暖化といった地球規模でのエネルギー問題が深刻化している中、化石燃
料に代わるクリーンエネルギー源として水素エネルギーが期待されている。しかし、水素エネルギー社
会の実現には多くの課題があり、その中のひとつに水素の運搬・貯蔵に大掛かりな設備が必要であるこ
とが挙げられる。この問題の画期的な解決策として水素を運搬するのではなく、オンサイトで適時必要
な水素を製造する小型の水素改質器が考えられる。しかし、このような小型水素改質器開発に向けても
問題が多く、最も大きなものに水素製造において、水素の発生と副生成物からの高純度化を行う機構が
別々に必要となり、水素製造装置全体が大型化してしまう問題がある。
一方、本研究室では水素製造技術のひとつとして二酸化チタン（TiO2）光触媒を用いた光分解水素生

成に着目して研究を進めてきた。そして、これまでに得られた光分解水素生成に関する知見からTiO2
光触媒を用いた水素生成と分離を同時に行う高機能モジュールの着想を得た。この水素生成と分離を同
時に行う高機能モジュールは、従来の水素製造
装置の問題を克服した、液体燃料から高純度の
水素をオンサイトで生成する小型改質器への応
用が期待できる。
本論文では、将来の携帯型水素エネルギー源
の開発に向け、このような高機能モジュールの
実現を目指した研究について記述をしている。
TiO2 光触媒を用いた水素生成と分離を同時に

行う高機能モジュールとして最適な構造とし
て、図 1に示すような、酸化チタンナノチュー
ブアレイ（TNA）と Pd 水素分離膜を一体化し
た構造を考案した。そして、実際にこのような
構造を作製する手法として、TNA表面上に形
成した Pd を剥離することで、Pd 膜表面上に
TNAを転写する手法を独自に考案し、TNA/
Pd 二層構造の薄膜の作製に成功した。また、実
際に作製した薄膜を用いてメタノール、エタ
ノールの光分解によって純度 100 % の高純度の
水素を抽出することに成功した。図 2にその結
果を示す。また、TNAの物性に関する詳細な
評価に向けた研究として、新たに単一酸化チタ
ンナノチューブ（TNT）の電極間架橋構造の電
流 - 電圧特性から、単一TNTの移動度の評価
手法を確立した。

図 1：(a) TNA光触媒とPd水素透過性金属膜の二層
構造．(b) TNA光触媒部での水，アルコールの光分
解による水素，プロトンおよび副生成物の生成．
(c) Pd 水素透過性金属による水素の高純度化．

図 2：TNA/Pd薄膜を通過した各種生成ガスの分圧変
化．(a) メタノール光分解時．(b) エタノール光分解時．
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岩　橋　清　太 （野田教授）
「フォトニック結晶レーザの共振特性に与える格子構造の包括的解析と機能性向上」
平成 24年 3月 26 日授与

フォトニック結晶レーザ（図 1（a））は、2次元大面積発振を特徴とする半導体レーザであり、従来
は実現困難であった単一モード高出力動作やビーム出射方向の制御、多様なビーム形状の生成が可能で
あるなど、次世代の半導体レーザとして期待されている。本論文は、フォトニック結晶レーザの共振特
性を決定する根本原理である格子構造に着目し、それらの包括的解析と機能性の向上に向けた検討を
行った結果をまとめたものである。
まず、格子構造に対する共振特性の本質理解のために、その対称性に着目し、解析を行った。従来用
いられてきた格子構造は、正方格子と三角格子であったが、より一般化した面心長方格子を基本として、
格子構造の変化に伴う様々な共振特性の振る舞いを理論・実験双方から系統的に解析した [1]。図 1（b）
は作製した面心長方格子構造の電子顕微鏡像であり、格子角度θをパラメータとすることで、従来の正
方格子（θ = 90°）や三角格子（θ = 60°）も含め、共振特性の包括的な理解が可能となる。その結果、モー
ド縮退の物理的解釈やモード結合のメカニズムなど、格子構造に対する共振モードの本質が明らかとな
り、また対称性を考慮することで、高次の偏光分布を有するビーム形状の生成にも成功した [2]（図 2）。
一方で、格子構造の一般化により、設計自由度は、従来の限定された格子範囲に比べ格段に拡がり、様々
な機能性向上の検討も行われた。フォトニック結晶レーザの単一モード発振の更なる安定化・高出力化
に向けて、より幅広い最適設計が可能となり、室温にて世界最高である出力 2Wの単一モード高出力動
作に成功した。また、ビーム出射角制御において、格子を二重に組み合わせる従来の方式を、単一格子
にて実現し、より簡便な設計指針を示した。
以上の成果は、フォトニック結晶レーザの共振モード形成の物理的な理解を与えると同時に、応用に
向けた様々な機能性の向上にも成功しており、今後の半導体レーザの進展に大きく貢献するものと期待
される。

参考文献
[1]   S. Iwahashi, K. Sakai, Y. Kurosaka, and S. Noda: "Centered-rectangular lattice surface-emitting 
photonic-crystal lasers", Physical Review B, vol. 85, no. 3 035304 (2012).

[2]   S. Iwahashi, Y. Kurosaka, K. Sakai, K. Kitamura, N. Takayama, and S. Noda: "Higher-order vector 
beams produced by photonic-crystal lasers", Optics Express, vol.19, no. 13 11963‒11968 (2011).

図 1　(a) フォトニック結晶レーザーの模式図
(b) フォトニック結晶の電子顕微鏡

図 2　フォトニック結晶レーザーの出射するビーム形状
と偏光状態 (a) 基本次 (b) 2 次 (c) 3 次の偏光分布
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瀧　川　信　一　（野田教授）
「複素平面波展開法を用いたフォトニック結晶レーザの解析に関する研究」
平成 24年 3月 26 日授与

本論文は、次世代光源として期待されるフォトニック結晶レーザにおいて、フォトニック結晶特性と
レーザ利得／損失を統一的に扱うデバイス解析／設計法について検討した結果をまとめたものである。
フォトニック結晶は周期的な誘電率分布を有する構造体であり、光を自在に制御することができる。
このフォトニック結晶と半導体レーザを組み合わせたフォトニック結晶レーザは、大面積コヒーレント
動作が可能であり、発振波長／放射ビーム形状が制御された高出力光源として注目されている。従来、
フォトニック結晶自体の解析や設計には、フォトニック結晶を構成する材料の誘電率実部を用いて行わ
れ、周波数分散特性（フォトニックバンド構造）等のフォトニック特性が示されてきた。しかし、フォ
トニック結晶レーザ内部には光に対する利得や損失が存在するため、誘電率虚部の周期的変化を無視す
ることはできない。このためフォトニック結晶レーザの設計においては、利得／損失を含めてフォトニッ
ク結晶の解析を行うことが必要である。
そこで本論文では、複素誘電率を用いた平面波展開法を構築することによりフォトニック結晶レーザ
の解析方法を確立した。この特徴は、レーザ素子中を伝搬する光のフォトニックモードに対し、周波数
分散特性だけでなく、利得／損失分散特性（図 1）も用いてデバイス特性を論じることにある。また見
通しの良い解析式を基本にしており、計算が比較的容易である。加えて、フォトニック結晶からの放射
解析式を平面波展開法に組み入れることで、出力特性も検討できるようにした。これらを用いたフォト
ニック結晶構造最適化により高利得（低閾値）と高放射が両立したレーザ構造を示すことに成功した。
本手法を用いて赤外およびテラヘルツ帯のフォトニック結晶レーザに対して特性計算を実施し、実験と
の比較で検証した。
更に、非等方性媒体を用いたフォトニック結晶レーザに本手法を展開することを試みた。非等方性誘
電率の扱いは、屈折率楕円体の考え方を複素平面波展開法に導入することで可能にしている。この解析
手法を緑色光源用材料として注目されている無極性窒化物半導体を用いたフォトニック結晶レーザに適
用し、フォトニック特性の非等方性利得方向依存性を明らかにした（図 2）。また非等方性利得の存在に
よる特性変化はフォトニック結晶構造の形状変更で補償できることを示した。
以上の成果は、フォトニック結晶レーザの低
閾値化／高出力化などの性能向上を可能にする
だけでなく、今後の新たな光デバイスにも展開
することができる。

図 1：フォトニックモードの利得 /損失分散特性
（三角格子、縦軸負値が利得）

図 2：電磁界分布の非等方性利得方向依存性
（ΔθはΓM方向と高利得方向が成す角）
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Menaka De Zoysa（野田教授）
「Thermal Emission Control by Intersubband Transitions in Quantum Wells and 
Two-Dimensional Photonic Crystals」
（量子井戸のサブバンド間遷移と 2次元フォトニック結晶を用いた熱輻射制御）
平成 24年 3月 26 日授与

物体を熱することにより発せられる熱輻射は、一般に、極めて広いスペクトルをもつことが知られて
いる。例えば、太陽光スペクトルは、約 5800K の黒体からの熱輻射スペクトルに近く、紫外から赤外
に至る極めて広い波長スペクトルをもつ。この広いスペクトルのうち、我々は、通常、一部の波長成分
のみを利用し、その他の成分は無駄に捨ててしまう。最近注目を集めている太陽電池においては、広い
太陽光スペクトルには、太陽電池が吸収して電力に変換できない波長成分が多く存在するため、一般に
光電変換効率は 10～20％程度に留まっている。ここで、もし太陽光スペクトルそのものを、エネルギー
損失なく、狭いスペクトルへと変換・集中できれば、利用可能なエネルギー成分が増大し、発電効率の
大幅な改善が期待される。一般には、物体からの熱輻射スペクトルを、エネルギーの損失なく、狭帯域
の所望のスペクトルへと変換・集中できれば、上記、太陽光発電の高効率化のみならず、廃熱等を利用
した熱光発電、高効率ランプ、各種分析用高効率赤外光源の実現が期待される。
加熱された物質が、通常非常に広い熱輻射スペクトルを示すのは、物質中の電子と光子の運度が制限
されていないためである。そこで、必要な周波数のみに、電子と光子の運度を限定できれば、その周波
数でのみ熱輻射が起こると考えられる。本研究では、電子の運度を、半導体量子井戸の離散化準位間の
遷移（サブバンド間遷移）を用いて限定し、次に、光子の運度を、フォトニック結晶のバンド端共振器
モードを用いて限定することによって、極めて狭い周波数帯域に熱輻射を集中できることを見出した[1]。
具体的には、量子井戸層に円孔三角格子フォトニック結晶を導入し、中赤外線の波長 10 μm付近に

狭い熱輻射が得られるような光源を作製した（図 1a）。本デバイスおよび同じ構造でフォトニック結晶
に相当する部分が黒体である参照試料に、それぞれ
11.2 mWの電力を投入して加熱した際のスペクトル
を図 1b に示す。本デバイスでは輻射帯域が黒体と比
べて非常に狭く（～ 1/30）限定できていることが分
かる。また、本デバイスは輻射帯域制限の結果、同一
の電力を与えた場合のデバイス温度が参照試料と比べ
て大幅に上昇し、その結果、4倍以上の高いピーク強
度を示している。言い換えると、本デバイスでは与え
られた電力が狭い帯域に集中し、他の帯域で消費され
ないという状況になっており、エネルギーを効率よく
利用できていると言える。この効果は初めに述べたよ
うな太陽光発電の効率向上や各種センサー用光源に応
用可能である。

[1]   De Zoysa, T. Asano, K. Mochizuki, A. Oskooi, T. 
Inoue, and S. Noda: "Conversion of broadband to 
narrowband thermal emission through energy 
recycling", Nature Photonics, vol.6, pp 535-539 
(2012). 図 1: (a) 熱輻射光源構造，(b) 輻射スペクトル
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池之上　卓　己（藤田教授）
「超音波噴霧法による薄膜形成と有機薄膜太陽電池への応用に関する研究」
平成 24年 3月 26 日授与

昨今のエネルギー問題を解決する手段として光電変換は注目を集めており、期待されている材料の一
つに有機半導体が挙げられる。しかし、これまでの研究は新規の材料探索に力が注がれており、成膜技
術に関する研究は見受けられなかった。また、真空や複数のプロセスでデバイスを作製するという応用
上の問題を抱えていた。本研究は、有機半導体を超音波噴霧法という非真空プロセスで高品質に成膜し、
透明導電層などの無機半導体をも含めて単一プロセスでのデバイス作製を実現することにより、エレク
トロニクスの進展に寄与することを目指したものである。
本研究では、まず、太陽電池応用に適した透明導電膜を目指し、ZnOおよび ITO薄膜を作製した。
これら薄膜の成膜条件から成膜メカニズムについて明らかにし、添加剤が薄膜の結晶性向上や抵抗率低
下に良い効果をもたらすことを示した。その結果、大気圧下では最低水準の抵抗率を有する ZnO:Ga お
よび ITO薄膜を実現した。
また、超音波噴霧法を有機半導体へ適用し、水分散系である PEDOT:PSS および、有機溶媒に可溶な
P3HT、PCBMの薄膜を作製した。これら超音波噴霧法で作製した薄膜が、従来用いられているスピン
コート法で作製した薄膜と比較して、幅広い膜厚制御性があること、良好な電気特性を示すこと、平坦
な表面を有することを示した。また、超音波噴霧法を用いることで積層構造を容易に作製可能なこと、
リソグラフィレスでパターニングが行えることを実証し、デバイス応用に有利な点が多いことを示した。
さらに、これらの結果を総合して、デバイス応用を行った。まず、ZnO/ZnMgO/PEDOT:PSS 構造を
有する Schottky 型の紫外線検出器を作製した。このデバイスは、高い感度比と外部量子効率を示す高
性能なデバイスで、真空プロセスで作製したデバイスと同等の性能を簡易に単一プロセスで実現した。
また、Glass/TCO/PEDOT:PSS/P3HT:OCBM/TiOx/Al 構造の有機薄膜太陽電池を作製し、スピンコー

ト法で作製したデバイスより高い変換効率を有す
るデバイスを実現した。特に超音波噴霧法で作製
した有機薄膜太陽電池は、高い短絡電流密度を有
しており、作製条件の最適化でさらなる特性向上
も期待できる。

図 1　ZnO/ZnMgO/PEDOT:PSS構造を有する紫外線
検出器の外部量子効率波長依存性 (a) と

ZnMgO,PEDOT:PSS薄膜の透過スペクトル (b)

図 2　PEDOT:PSS層を超音波噴霧法
およびスピンコート法で成膜した
有機薄膜太陽電池の J-V特性
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吉　田　　　誠（吉田教授）
「広帯域マルチキャリア無線伝送技術に関する研究」
平成 24年 3月 26 日授与

平成 22 年末、ITU-R において第 4 世代移動通信システム（IMT-Advanced）として LTE（Long 
Term Evolution）-Advanced とWiMAX2 が適合規格であることが報告された。また、これに先立ち
LTEやWiMAXが商用サービスされており、これらの次世代移動通信システムは下りリンクにおいて
全てマルチキャリア伝送方式の一つであるOFDM（Orthogonal Frequency Division Multiplexing）を
用いている。本論文は、移動通信システムのさらなる広帯域化および高品質化を目指した著者の第 4世
代移動通信システム向けマルチキャリア無線伝送技術に関する研究をまとめたものである。
第 4世代移動通信システムは高速移動時に 100Mbps 以上の伝送速度が要求されると同時に、セルラ
システムとしての面的なサービスやグローバル環境での使用を前提としなければならない。限られた周
波数資源においてユーザの利便性の向上を図るためには、ピーク伝送速度を規定する下りリンクのセル
平均周波数利用効率 [bps/Hz/cell] を最大化する多重伝送方式の実現が重要であり、筆者は伝送パラメー
タを含めた多重伝送方式の最適化およびそれを支える要素技術の開発に着目して研究を行ってきた。ま
た、本研究成果の一部は既に LTEやWiMAXで採用されており、所要伝送帯域幅などの伝送パラメー
タについても IMT-Advanced などで定義されている値にほぼ一致している。
本論文でまとめられている研究項目は以下の通りである。
1）高速移動時に 100Mbps 以上の伝送速度かつ面的サービスが可能な多重伝送方式に関する研究およ
びその伝送パラメータの決定
2）高効率広帯域無線伝送の実現に必須となる低演算量かつ高精度多重波伝搬路推定手法の研究およ
びその効果の検証
3）OFDM伝送で問題となるガードインターバルを超える長時間遅延波に起因するシンボル間干渉お
よびキャリア間干渉が受信性能に与える影響の検証およびその影響を低減できる手法の研究
4）高速移動時におけるピーク伝送速度の向上を目的とした空間多重型MIMO（Multi-input Multi-
output）-OFDMシステムの研究およびその効果の検証
上記に対する研究成果として、1）の研究では、200km/h 以上の高速移動時にも 100Mbps の伝送速

度が確保できるOFDMベースの多重伝送方式およびその伝送パラメータを明らかにしている。面的な
サービスを前提とした周波数リユースファクタを考慮したシステムレベルシミュレーションによるシス
テム容量評価も行い、FFR（Fractional Frequency Reuse）技術の有効性も確認している。
2）の研究では、OFDM伝送特有の性質を利用した新たな伝搬路推定方式を導入することで、実運用
環境において性能上界をほぼ達成する受信特性が得られることを計算機シミュレーションのみならず室
内実験を通じて確認している。
3）の研究では、周期的に挿入されるパイロットシンボル（既知信号）を活用することで演算量を抑
えた新たなシンボル等化方式を導入し、ガードインターバルの数倍に達する長時間遅延波発生時におい
ても良好な受信特性が得られることを室内実験で確認している。特に、許容遅延時間内に効果的な繰り
返し等化を行う手法については理想特性に近い性能が得られている。
4）の研究では、高速移動時の受信性能劣化に対処するため、低演算量でフルダイバーシチ効果が得
られるMIMO-OFDM受信方式を導入することで、性能上界に漸近する特性を従来手法の 1/7 で実現可
能であることを計算機シミュレーションで確認している。
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横　田　健　治（高橋教授）
「通信品質向上のためのネットワークシステム制御技術」
平成 24年 3月 26 日授与

近年、インターネット利用者やインターネット上のサービスの種類の増加に伴い、ネットワークに対
する通信品質の要求も高まっている。本論文は、通信品質向上の目的のために、ネットワークシステム
制御技術に関して物理ネットワークとオーバレイネットワークの双方から検討したものである（図 1参
照）。
1．ヘビーユーザによる大量のトラヒックが他のユーザの通信品質低下を招く問題を解決するために、
新たなパケットスケジューリング方式を提案した。従来手法では、ヘビーユーザを制限するためにフロー
サイズをカウントしていたが、ルータ負荷が大きいという問題があったため、ルータ負荷の増大を抑え
るように改良した手法を提案した。また、フローの伝送レートを基にして優先制御を行う方式も提案し
た。
2．ルータにおいて電気・光変換を行う処理が通信速度向上の障害になっている問題に着目し、タイ
ムスロット交換によりパケットを光のまま処理できる伝送システムの検討を行った。光タイムスロット
交換の従来手法では、各中継器においてタイムスロット位相が同期している必要があったが、タイムス
ロット位相が非同期の場合の運用法と効率の良いタイムスロット割り当て手法を提案し、その有効性を
示した。
3．Web サーバにアクセスが集中することでダウンロード時間が増加する、フラッシュクラウドと呼
ばれる現象を解決するためのサーバ負荷分散手法を提案した。提案手法では、他のユーザにコンテンツ
のアップロードの一部を負担させることで、Web サーバへのアクセスの緩和を図る。提案手法のアプ
リケーションを実装し、実際のWeb サーバを用いた実験によりダウンロード時間を削減できることを
確認した。
4．クラウドサービスでは利用者とデータセンタが物理的に遠い位置に配置され、遅延時間が増加す
ることで通信品質が低下するという問題を解決するために、位置情報を考慮したサーバ分散配置手法を
提案した。提案手法では、クラウド事業者の他にサーバ保持者という概念を導入し、インセンティブを
与えることでサーバを分散配置することができる。
5．P2P ファイル共有アプリ

ケーションにおいて、人気順位
の低いコンテンツが P2P ネット
ワーク上で見つけにくいという
問題を解決するために、コンテ
ンツとピアのクラスタリング手
法を提案した。提案手法では、
クラスタリングによりコンテン
ツ保持の分業を行うことで、人
気順位の低いコンテンツが各ピ
アのキャッシュに残りやすくな
る。シミュレーション評価を行
い、コンテンツの検索成功率が
向上することを示した。

図 1　博士論文の概要
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田　村　昌　也　（佐藤（亨）教授）
「Research on a compact and high-performance filter for wireless LAN and suitable 
sensor structure for downsizing of measurement equipment based on control of 
electromagnetic waves」
（電磁波制御技術を用いた小型で高性能な無線 LAN用フィルタ、及び測定装置の小型
化に適したセンサ構造に関する研究）
平成 24年 9月 24 日授与

本論文は、WLAN用フィルタ及びバイオセンサに関する研究の成果を報告している。本研究の目的
は 2つある。1つは、通信品質を劣化させることなく携帯端末の小型・薄型化を実現することで、もう
1 つは、自宅や病院にて容易に定量的な診断を実現することである。今回、前者を実現するために
WLAN用フィルタの小型・低背化について、後者を実現するために装置の小型化に適したバイオセン
サへの適用可能性について研究を行った。
1．WLAN用フィルタ
まず、従来の設計手法、いわゆる右手系の原理
を使って検討を進めた。具体的には、セラミック
内の導体パターンを用いてステップインピーダ
ンス共振器と分割リング共振器の効果を持つ小
型共振器（図 1（a））を考案し、その動作原理お
よび設計方法を明らかにした。この共振器を用い
て設計したWLAN用フィルタは、これまでに報
告されたフィルタに比べ、その性能を劣化させること無く、約 14 % の小型化を実現できた。
続いて、メタマテリアルの表現方法の一つである右手左手系複合線路（CRLH-TL）の概念を用いた
共振器（図 1（b））を考案した。この共振器は、その構成から分布定数型共振器としても集中定数型共
振器としても扱うことが出来る。そこで、分布定数型と集中定数型の 2 通りの設計手法を確立し、
WLAN用フィルタを設計した。結果、さらに約 50 % の小型化を実現できた。
今後、半導体部分は 1チップ化が進むと予想され、フィルタは半導体を実装する基板内に配置される
ことになるだろう。これは導体パターンによるフィルタ設計の重要性が増すことを意味しており、本研
究の成果が貢献できるといえる。
2．バイオセンサ
プラズモン現象を利用した新しいバイオセンサの構造として金
属 - 絶縁体 - 金属（MIM）構造がある。しかしながら、その動作
原理はこれまで明らかにされていない。そこで、電磁界分布を元
にMIMのこの動作原理を明らかにし、0°入射が可能であること
を示した。そして、光フィルタ理論を使ってMIM構造を設計で
きることを明らかにした。最後に絶縁体層に試液を注入して濃度
と共鳴波長の関係を比較し、センサとして動作することを示した。
今後、オーダーメイド医療が進み、地方診療所や個人でも扱え
る簡易診断装置が必要とされるだろう。その際は、小型な装置の
重要性が増すことから、本研究の成果が貢献できるといえる。

(a) 従来技術がベース　(b) CRLH-TL がベース
図 1：考案した共振器

図 2：MIM構造
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青　柳　西　蔵（下田教授）
「行動変容のためのオンラインコミュニティに関する研究」
平成 24年 9月 24 日授与

オンラインコミュニティの利用は、様々な場面における人の行動を社会的に望ましい方向に変容させ
る手法として有望である。オンラインコミュニティに参加することで、人はその行動についての情報交
換や、他者からの心理的な影響等によって行動の変容を促される。また、こうした活動をオンラインで
行うことで、情報の処理や提示方法の工夫によって、参加者の負担の小さな非同期分散型通信など、対
面では実現困難な様々なコミュニケーションが実現できるというメリットがある。しかし、現時点では
行動変容のためのオンラインコミュニティの要件や、この行動変容の過程について明らかになっておら
ず、参加者や促進対象の行動、それらを取り巻く状況に合わせて適切なコミュニティを設計する方法論
が確立されていない。そのため、しばしば既存のコミュニティはドロップアウトなどの問題を引き起こ
してしまう。本研究の目的は、（1）コミュニケーション内容とつながりの強さという 2つの軸に着目し
て行動変容のためのオンラインコミュニティを設計・実践し、（2）その結果について、特につながりや
コミュニケーションの参加者の行動への影響について分析することである。こうした知見が行動変容の
ためのオンラインコミュニティ設計の方法論の確立に寄与し、家庭における省エネルギー行動の促進等
にも応用が期待される。
本研究ではまず、行動変容の段階と社会的要請レベルという 2つの軸に注目し、参加者・行動・状況
のタイプを判別する。この 2つは行動変容に必要な介入の種類を規定する支配的な要因であり、これら
を考慮することで、様々な参加者・行動・状況の組み合わせにおいて、オンラインコミュニティが実現
すべき介入の種類を導出できると考えた。次に、それぞれの参加者・行動・状況のタイプに応じて、コ
ミュニティ参加者間のつながりの強さ、及びコミュニティの活動におけるコミュニケーションの内容を
適切に選ぶ。この 2つは、参加者がコミュニティから受ける影響を規定する主要な要素であり、これら
の要素によって、様々な参加者・行動・状況の組み合わせにおいて効果的にコミュニティの活動への参
加を促し行動変容に必要な介入を実現することができると考えた。最後に、適切な行動指針に従ってコ
ミュニティ活動を活性化する特別な参加者である誘発者の導入や、情報システムの機能等の具体化要素
によってコミュニケーション内容やつながりの強さを具体化する。
この方針に従って、原子力発電所におけるヒヤリハット活動促進のための「ヒヤリハット共有コミュ
ニティ」、家庭内環境配慮行動促進のための「エコ部」および「あしあとコミュニケーション場」とい
う 3つの行動変容のためのオンラインコミュニティを設計した。そして、これらのコミュニティを実際
の現場で実践し、その結果について、特につながりやコミュニケーションの参加者の行動への影響につ
いて分析した。その結果、それぞれ多くの参加者の行動変容を促すことができ、また各コミュニティで
の行動変容に影響する特徴的な事例や要因の具体例を示すことができた。例えば、誘発者が率先して行
動した場合は多くの場合参加者間のつながり形成が促され、参加者に活動参加を促す制度を設定するこ
とが参加を促進させた。また、密なつながりのコミュニティでは「ご安全に」等の参加を活発にするコ
ミュニケーションパターンが見出された。これらの実践の結果を基に、より確実に行動変容を引き起こ
すコミュニティを設計できるように、オンラインコミュニティの要素のそれぞれの概念や具体化方法に
修正を加えた。
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福　原　　　始（山川教授）
「Miniaturization and Integration of Measurement Systems for Space Electromagnetic 
Environments」
（宇宙電磁環境計測システムの小型集積化）
平成 24年 9月 24 日授与

宇宙プラズマは無衝突であり、その運動エネルギーはプラズマ波
動を介して授受される（波動 - 粒子相互作用）。このため、宇宙電
磁環境を探査する衛星では、必ずプラズマ波動受信器が搭載される。
本論文では、プラズマ波動受信器の小型・集積化と波動 - 粒子相互
作用を捉える初めての計測手法の小型ハードウェア化をASIC を用
いて実現させた研究をまとめたものである。
プラズマ波動観測器の小型化集積化 : プラズマ波動観測器は、低
ノイズアンプ、各種フィルタなど、アナログ回路が装置全体で大き
な部分を占める。一方、宇宙ミッションにおける重量などのリソー
スに対する要求は、ミッションの高度化に伴い益々厳しくなり、観
測装置の小型化は必須である。本論文では、プラズマ波動受信器を
アナログASIC 内に設計・開発することによって、非常に小型化す

ることに成功した。特に、波形捕捉型受信器で必要となる高次アンチエリアシングフィルタ等を組み込
んだ電磁界 6成分を同時に計測できる 5mm角のチップを実現した。そして、そのチップと電源回路な
どを含めた波形捕捉受信器基板を 45mm x 50mmというサイズにまで小型化した。これは従来の受信器
のサイズに比して一桁以上小型化されておりディスクリート部品では到底達成できないサイズの受信器
を完成させた。更に、本論文では小型プラズマ波動観測器の科学観測へのアプリケーションとして、ナ
ノサットコンステレーション観測によるプラズマ圏の微細構造解析に対するミッション設計も行った。
これは直線偏波の電波を放射する親衛星に対し、小型プラズマ波動観測器を搭載したナノサット衛星を
複数機編隊させ、放射された電波のファラデー回転を観測することで伝搬途中のプラズマ微細構造を捉
えようとするものである。この観測原理をレイトレーシングにより検証した上で、ミッションの詳細設
計を行いそのフィージビリティを示した。
波動 - 粒子相互作用計測新手法とハードウェア化 : 本論文では、波動と粒子のエネルギー授受量を定
量的に取り扱うことのできる世界初の観測手法を提案し、そのアルゴリズムをFPGAとしてハードウェ
ア化することに成功した。従来までは独立に計測していたプラズマ粒子とプラズマ波動を、本論文では、
衛星機上で連携観測しそのエネルギー交換量を決める波動ベクトルと粒子速度ベクトルの角度差をオン
ボードで求めていくこの手法を確立した。そして、本手法を「Wave-Particle Interaction Analyzer」と
名付け、FPGAによってそのアルゴリズムをハードウェア化し、機上リアルタイム処理を実現するに至っ
た。このアルゴリズムは我が国の次期衛星ミッション ERGにおいて採用され、地球放射線帯における
波動 - 粒子相互作用の解明に大きな役割を果たしてくれるものと期待されている。
以上の研究成果は、今後の科学衛星ミッションに対して非常に大きなインパクトを与えるものであり、

高度化するミッションを、限られたリソースでどのように実現していくか、について一つの重要な方向
性を示したものである。

図 1：マッチ箱サイズになった波
形捕捉型プラズマ波動受信器．
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高校生のページ

未来のエネルギー源「核融合炉」を現実のものに

エネルギー理工学研究所　エネルギー生成研究部門　粒子エネルギー研究分野
長　﨑　百　伸

1．核融合反応とは
2 つの原子核が十分近づくと，原子核の間に働く引力（核力）が静電的な反発力（クーロン力）に打
ち勝って1つに融合し、新しい原子核が生まれることがあります。これを核融合反応と呼びます。例えば、
太陽の中心部では水素原子 4個が融合してヘリウム原子 1個が作られる核融合反応が起こっています。
ヘリウム原子 1個の質量は、水素原子 4個分の質量より 0.7％ほど軽く、この失われた質量がエネルギー
に変換されて、太陽の輝きを 46 億年もの長い間保ち続けているのです。核融合にはこれ以外にも多く
の反応がありますが、低いエネルギーで反応し反応率も高いものとして、重水素Dと三重水素Tの核
融合反応があります。重水素Dと三重水素Tの原子核を融合させると、ヘリウム（アルファ粒子）He
と中性子 nが生成されます。

D + T → He + n + 17.6 MeV

このとき、反応前の重水素と三重水素の重さの合計より、反応後にできたヘリウムと中性子の重さの
合計の方が軽くなり、この軽くなった分のエネルギー 17.6 MeV が粒子の運動エネルギーの形で放出さ
れます。この核融合反応から得られるエネルギーは膨大で、例えば、1グラムの重水素－三重水素燃料
からタンクローリー 1台分の石油約 8トンに相当するエネルギーを得ることができます。
核融合発電は、ウランを用いた核分裂反応の発電に比べて幾つかの長所を有しています。海水に含ま
れる水素のうち 0.015 % は重水素ですから、重水素については無尽蔵と考えていいでしょうし、三重水
素を生成するために必要なリチウム Li は地上に豊富に存在するだけでなく、海水中からも得ることが
できます。炉心に蓄えられているエネルギーはわずかで、温度が上がるにつれてエネルギーの逃げ方が
速くなるため、核暴走といった危険な現象が発生しません。また、核分裂炉のように高レベル長寿命の
放射性廃棄物が生成されることはありません（ただし、高エネルギーの中性子は炉壁を通り抜けて周囲
の炉構造材を放射化するので、この誘導放射能を抑えるためには炉材料を適切に選ぶ必要があります）。
このように、核融合発電炉は大変優れたエネルギー源なのですが、残念ながら核融合反応を用いた発電
炉によるエネルギー供給はまだ実現されていません。この理由の一つには、プラズマの「閉じ込め」が
あります。プラズマは固体、液体、気体に次ぐ物質の第 4の状態で、核融合炉におけるプラズマはすべ
ての原子や分子が電子とイオンに分かれています。これまでの実験で、装置サイズが大きくすればプラ
ズマの閉じ込めが良くなり、核融合反応が起こりやすいことがわかってきており、核融合エネルギーを
得るためには大型装置が必要となります。

2．国際熱核融合実験炉 ITER
核融合反応を起こすためには、重水素・三重水素の 2つの原子核同士を毎秒 1,000 キロメートル以上
のスピードで衝突させる必要があります。核融合反応を維持するためには、核融合反応の結果出てくる
パワーがプラズマ自身を加熱し、1億度以上に保たなければなりません。そのためには、重水素、三重
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水素の原子核を高い密度で長時間一定の空間に閉じ込めておく必要があります。恒星・太陽は自分自身
の重力によって超高温プラズマを閉じ込めることができますが、地球は重力が弱いため、残念ながら重
力を用いてプラズマの閉じ込めることができません。地球上で核融合反応を維持しエネルギーを生成す
る核融合炉の方式として、現在、研究が進められている主な方式は、磁場を用いた磁場閉じ込め核融合
とレーザーを用いた慣性核融合の 2種類があります。
磁場閉じ込め方式の中で最も研究開発が進展している方式はトカマク型と呼ばれており、原理実証（科
学的実証）が終了して工学的実証段階に入っています。現在、このトカマク型を採用したITER（イーター）
計画が国際協力により推進されています。ITERは国際熱核融合実験炉（International Thermonuclear 
Experimental Reactor）のことで、ラテン語で「道」や「旅」という意味があり、核融合実用化への道
という願いが込められています。ITER計画では、核融合発電が科学技術的に成立することを実証する
ため、重水素と三重水素を用いて大出力長時間の燃焼を行います。ITERの主目標は、自己点火及び長
時間燃焼の実証、そして、核融合炉工学技術の実証です。エネルギー増倍率Q（核融合反応を起こすた
めに入力したパワーと核融合反応で発生したパワーの比率）が 10 以上、定常状態では 5を目指してい
ます。これまでの幾つかの実験装置では臨界条件Q=1 を達成していますが、ITERでは出力が入力を上
回り、アルファ粒子がプラズマを加熱する燃焼プラズマが作られることになります。こうした状態は、
今までの実験では達成されていないためチャレンジングですが、これまでに観測されていない新しい発
見が見出される可能性もあります。現在、フラン
スのカダラッシュにおいて建設が進められており
2020 年にファーストプラズマ、2027 年に重水素・
三重水素用いた核燃焼プラズマ実験を行なうこと
を目指し、日本・欧州連合（EU）・ロシア・米国・
韓国・中国・インドの七極により進められています。
詳細は、http://www.iter.org/（英語ページ）、
http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/（日本語ページ）
を参照してください。多くの国々の国際協力でこ
れほど大きな計画が進められたことはなく、解決
すべき課題があるものの、実験開始に向けて着実
に準備が進められています。

3．ヘリカル系閉じ込め核融合
磁場閉じ込め核融合の方式には、トカマク以外にヘリカル系と呼ばれる閉じ込め方式があります。ヘ
リカル系はプラズマを閉じ込めるための磁場を外部コイルによって形成しており、トカマクのようにプ
ラズマ電流を必要としないため定常運転が原理的に可能な方式であり、破壊不安定性と呼ばれる放電が
止まる不安定性が発生することもありません。ヘリカル方式には、ヘリオトロン（Heliotron）とステラ
レータ（Stellarator）という概念があります。ヘリオトロンはギリシャ語のヘリオス（太陽）、ステラレー
タは英語のステラ（星の）にちなんで名付けられました。
ヘリカル系閉じ込め磁場構造は外部コイル系によってのみ磁場を形成するので、プラズマ電流を必要
とするトカマクに比べて、磁場配位設計の自由度が極めて高いことが特徴です。先進ヘリカル磁場配位
として提案されているものとしては、準ヘリカル対称、準ポロイダル対称、準トロイダル対称、準等磁
場配位があります。ここで、すべての配位概念に「準」が付いているのは、ヘリカル系トーラスでは数
学的に厳密な対称性が存在しないためです。図 2に示すように、ヘリカル系核融合研究は日本だけでな
く世界的に研究が行われており、W7-X 装置（ドイツ・マックスプランク研究所）、TJ-II 装置（スペイン・

図１　国際熱核融合実験炉 ITERの概要図。http://
www.naka.jaea.go.jp/ITER/iter/index.htmより
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CIEMAT研究所）、HSX装置（米国・ウィスコンシン大学）、H-1（豪・オーストラリア国立大学）な
どの装置があります。それぞれが特徴をもった装置で、ヘリカル系の多様性を示すとともにヘリカル系
システムの可能性の高さを示しています。

ヘリオトロンは京都大学核融合共同研究グループが世界で最初に提唱した概念です。連続巻ヘリカル
コイルを用いたヘリカル・ヘリオトロン磁場の装置 Heliotron D を用いて実験を開始、その後、
Heliotron E によって無電流プラズマの生成・加熱に成功し、ヘリカル系が核融合炉の方式として有望
であることを示しました。この結果をもとに、超電導コイルを用いた大型ヘリカル装置 LHD（Large 
helical Device）が岐阜県・土岐市に建設され、現在、実験が行われています。高いベータ（プラズマの
圧力と磁気圧力の比）プラズマの生成、高密度プラズマの維持、内部輸送障壁の形成などの成果をあげ
ています。
エネルギー理工学研究所では、これまでのヘリカル系システムをより発展させ、準等磁場配位という
概念を追求するために、Heliotron J という装置を発案・建設し、1999 年より宇治キャンパスにて実験
を行なっています。図 3は Heliotron J を横から見た写真で、主要なパラメタは主半径 1.2m、プラズマ
小半径約 0.2m、磁場強度 1.5T です。図 4に示すように、閉じ込め磁場を形成するコイルは、立体磁気
軸ヘリカルコイル、2種類のトロイダルコイル、内側と外側の垂直磁場コイルから構成されており、そ
れぞれが独立して制御できることから、多彩な閉じ込め磁場配位を形成することができる特徴を有して
います。LHDのような平面磁気軸配位と比べ、磁気流体（MHD）安定性と高エネルギー粒子閉じ込め
の良好性を同時に兼ね添えています。電子温度 1 keV（約 1000 万度）、イオン温度 0.3 keV（約 300 万度）、
電子密度 1× 1020 m-3 のプラズマパラメタを達成し、これまでの成果として、核融合閉じ込めプラズマの
性能を評価する重要な指標の一つであるエネルギー閉じ込め時間が中型装置としての予測値を超える良
好な閉じ込めを実証するとともに、H-mode と呼ばれる閉じ込め改善モードへの自発的遷移現象を観測
しました。また、プラズマの生成・維持にオーミック電流を必要としないという長所を活かして、プラ
ズマ中に発生する非誘導電流を打ち消す手法を開発しました。

図 2　世界のヘリカル系装置



2013.3

61

4．加熱・電流駆動システム
プラズマの温度や密度は加熱入力パワーと損失パワーの収支で決まります。アルファ粒子加熱パワー
だけで損失パワーと釣り合うときを自己点火と呼んでいます。核融合炉の真空容器内には初期状態とし
ては何もないわけですから、プラズマを生成した場合には低温からスタートし、核融合反応率が高くなっ
てアルファ粒子加熱が効く温度領域まで加熱する必要があります。加熱手法には、大きく分けて、オー
ミック加熱、中性粒子ビーム加熱（Neutral Beam Injection, NBI）、波動加熱（Wave Heating）の 3種
類があります。
オーム加熱の原理は、電熱器のヒーターに電流を流すと電流によって加熱される原理と同じで、プラ
ズマ中に電場を加えて電子を加速すると電子の運動エネルギーが増え、イオンと衝突することによって
プラズマの温度が上がります。核融合プラズマの抵抗は銅やアルミのような金属と同程度の抵抗率であ
り、電流が流れやすいのが特徴です。NBI 加熱は、プラズマのもつ平均的なエネルギーよりも高いエネ
ルギーをもつイオンビームを核融合プラズマ中に打ち込んで、イオンの運動エネルギーをプラズマに与
えて温度を上げる手法です。例えるなら、冷たい水に熱湯を注ぎ水の温度を上げることに似ています。
入射された中性粒子はプラズマのイオンや電子と衝突し、再びイオンと電子に分離され加熱されます。
波動を用いた加熱では、波動を外部から励起することでプラズマを加熱します。主要な加熱方法は周
波数によって分類されており、アルフベン共鳴加熱、イオンサイクロトロン共鳴加熱（ICRH）、低域混
成波共鳴加熱、そして、電子サイクロトロン共鳴加熱（ECRH）があります。プラズマの近くにアンテ
ナを置いて波をプラズマ中に入射すると励起された波がプラズマ中を伝播し、条件を満たす領域に到達
すると共鳴現象が起こって粒子を加速し、波動エネルギーが粒子へと移り粒子の運動エネルギーが増え
ます。
Heliotron J 装置には、NBI（30 kV, 2 MW）、ICRH（20MHz, 2.5 MW）、ECRH（70 GHz, 0.5 MW）

があり、プラズマの生成・加熱に用いられています。このうち、ECRHはオーミック加熱なしのプラズ
マの生成に使われており、密度 0.5 × 1019m-3 で 1000 万度（1 keV）の電子温度を得ています。この温度
は太陽の中心温度（1500 万度）に近いものです。ECRHでは、電子加熱を行なうためにマイクロ波領
域の波を用いますが、図 5に示すようなジャイロトロンと呼ばれる発振装置を用いてマイクロ波を発生
させます。我々の生活で使われる電子レンジもマイクロ波（2.45 GHz）を用いますが、大体 1 kWです
ので、Heliotron J で用いているジャイロトロンのパワーはその 500 倍にもなります。
ジャイロトロンからの発振パワーが大きいため、通常利用される矩形導波管を用いると導波管内に励
起される電場が大きくなりアーキングの問題が発生します。この問題を解決するため、Heliotron J では

図 3　Heliotron J 写真 図 4　Heliotron J 概要図
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導波管口径を大きくして電場を小さくするとともに、導波管
内部を櫛状（コルゲーション）にすることで伝送損失を抑制
しています。これまで、コルゲート導波管を用いた伝送によ
り 92 % という高効率で伝送することに成功し、信頼度が高
く安定したマイクロ波伝送を可能としました。また、偏波を
制御する偏波器（図 6）、伝送されているマイクロ波の状況を
モニターするパワーモニターシステム（図 7）、プラズマ中に
入射するマイクロ波の入射を制御する入射システムなどを開
発しました。最近の実験結果では、プラズマに斜め入射する
ことで非誘導電流駆動（Electron Cyclotron Current Drive, 
ECCD）行い、プラズマ中に自発的に流れる電流を抑制したり、
また、プラズマの閉じ込めを劣化させる電磁流体不安定性を
抑制することに成功しています。

5．まとめ
これまで「夢のエネルギー」と考えられてきた核融合エネルギーですが、ITERという熱核融合実験

炉の建設に見られるように、現実味を帯びて議論されるようになってきました。発電炉に向けてはまだ
解決すべき課題が多く残されているものの、将来の見通しが得られつつあります。エネルギー理工学研
究所では、核融合炉の実現に向けた開発、核融合プラズマの物理理解を深めるため、理論と実験の両側
面から研究を進めています。核融合反応や核融合発電炉について一般向けの本が出版されており、ご興
味のある方は参考文献 [1][2][3] をぜひご一読ください。

参考文献
1．井上信幸、芳野隆治、「トコトンやさしい核融合エネルギーの本」、日刊工業新聞社、2005 年
2．  G. McCracken, P. Stott, 「フュージョン－宇宙のエネルギー－」、シュプリンガーフェアラーク東京、
2005 年

3．プラズマ・核融合学会、「プラズマエネルギーのすべて」、日本実業出版社、2007 年

図 5　70 GHz 0.5 MWジャイロトロン

図 6　グレーティング偏波器 図 7　パワーモニター
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学 生 の 声

「身近を見直す」
工学研究科　電子工学専攻　北野研究室　博士後期課程 2年　中　田　陽　介

私が大学院工学研究科のある西京区に移り住んでから、早四年が経とうとしている。はじめの 2年間
は大してこの土地に目も向けずに暮らしていたのだが、住み慣れてから少しずつ身近を探索することで、
西京の魅力に徐々に気がついてきた。現代のめまぐるしく変化する社会の中でも、西京では比較的ゆっ
くりとした時間が流れているように感じる。町の人は親切でやさしい。こういう匂いを嗅ぎ取ってか芸
術家もたくさん暮らしている。
あまり知られていないことであるが東山に劣らず素晴らしい寺社もたくさんある。花の寺の別名を持
つ勝持寺、春日大社の分社として知られる大原野神社、西国三十三箇所の一つである善峯寺など、例を
あげれば枚挙にいとまがない。それぞれの場所には土着の物語が染みついている。こうした物語を集め
ることで歴史がより身近に感じられるし、自分と土地との結び付きも得られる。また、文化面のみならず、
非常に自然豊かな土地でもある。大原野の里山風景は見る者の気持ちを穏やかにするし、かの紫式部も
歌に詠んだとされる小塩山に登って京を見下ろせばまた違った視点から自分たちのいるこの町を見直す
ことができる。このように自分にとって身近な場所に対して、少しずつ魅力を見つけていくことは私に
とってこの上なく楽しい。
これは私の研究にも当てはまることである。自分にとって身近と感じる研究対象を何度も何度も見直
す。ある時には普遍的な概念が頭の中で整理され、山の上に立つように一気に広い世界が見渡せるよう
になる。こうした過程を繰り返しているうちに、はじめはいつもと変わらない見慣れた風景だと思って
いたものも、すっかり見方が変わって別の世界にやってきたような感覚になる。こういうときに、あぁ、
研究はおもしろいな、と感じるのである。みなが気が付かない身近な所にこそ宝が眠っている。

「博士課程への進学を決意した理由」
工学研究科　電気工学専攻　篠原研究室　博士後期課程 1年　石　川　峻　樹

私が博士課程への進学を検討した理由は、今現在行っている研究が非常に面白いと思っており、少し
でも長くこの研究に携わっていたいと感じたためである。これが全ての理由ではないものの、博士課程
への進学を検討した、最も大きな理由である。一方で、研究への興味という理由だけでは、博士課程へ
進学することを決意はしなかったのも事実である。せっかくの機会なので、博士課程への進学を決意し
た理由をいくつか書いてみようと思う。
一つ目の理由は、先輩から言われた一言である。その内容としては、博士課程はできるかできないか
ではなくてやるかやらないかだ、というものであった。この一言は、博士課程に進学できる能力がある
のかと悩んでいた自分には、本当に進学する覚悟があるのかと問われたように感じた。この言葉を言わ
れてからは、自分には能力が無いと言われたらあっさりと引き下がるのか、それでもやっぱり進学した
いと答えるのか、といった自身の進学に対する意志というものをよりしっかりと考えるようになった。
二つ目の理由は、本当に進学をしたいのであれば応援する、という両親からの言葉である。両親は家庭
の事情から進学をあきらめた、あるいは就職してから進学してもっと勉強しておけばよかったと感じた、
といった経験があったため、進学をしたいのであれば応援すると言ってくれたそうだ。この言葉を言わ
れてからは、本当は就職をしなければならないのではないかといった考えに囚われずに、自分が本当に
したいのは就職・進学のどちらなのかをより冷静に考えるようになり、進学を決意するに至った。
以上の二つは私が進学を決意した理由の中で、最も大きなものであり、このように考え、悩んで、決
意し、進学した博士課程という時間を、大切に過ごしたいと思う。
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教室通信

最近の工学研究科・工学部ならびに全学の状況

電子工学専攻教授　工学研究科長・工学部長　北　野　正　雄

2012 年 4 月から工学研究科長・工学部長を務めております。最近の工学研究科・工学部ならびに全学
の状況を簡単にご報告したいと思います。
現在、桂キャンパスへの物理系専攻の移転作業が進んでおり、2013 年 3 月までに完了する予定です。
2003 年に化学系、 電気系から始まった桂キャンパスへの移転は、 10 年の歳月を要してようやく完了しま
す。そして、 京都大学の 3番目のキャンパスとしてフル稼働を開始することになります。ただし、 諸事
情から一つの専攻（材料工学専攻）だけが吉田キャンパスに残ることになってしまいました。また、 学
部教育の拠点である工学部は従来どおり吉田キャンパスにとどまります。そのため、 再配置に伴う吉田
キャンパスの環境整備を速やかに行う必要があります。さらに、 残った専攻の移転、 桂図書館、 ビジター
や留学生向けの宿泊施設、学際研究、 産官学研究スペースの整備拡充なども引き続き進める必要があり
ます。いずれにしましても、 この機会に一度桂キャンパスに足を運んでいただければ幸いです。
全学的には教養共通教育の本格的な改革が進められています。1993 年に教養部が廃止されて以来、 学
部の教養共通教育はどちらかというとバーチャルな組織体制で運営が進められてきました。その結果、 
各授業のレベルはそれぞれの教員の力量や努力で維持されてはいるものの、科目間の体系性や順次性に
関する配慮が十分されてきたとはいえず、 また最近の新入生の学力や気質の変化への適応も十分ではあ
りませんでした。特に、 受験向けに調整された高校までの勉強方法からの脱却に失敗し、早い時期から
落ちこぼれて遭難してしまうケースが目立つようになってきています。このような問題点の解消に取り
組むために、国際高等教育院（仮称）の設置に向けた作業が進行中です。この新組織は、 各部局の協力
の下、教養共通教育の企画、 調整と実施を一元的に所掌するものです。特に企画機能を充実させ、 新時
代にふさわしい教養共通教育を実現することを目指しています。教養共通教育は、学部 4年一貫教育の
基盤を担う部分であり、各学年 1000 名近い学生を擁する工学部としても、国際高等教育院の運営に積
極的に関わってゆく必要があります。
並行して、学部入試についても、高大接続型京大方式特色入試の名称のもと、新たな仕組みが現在検
討されているところです。特に、現在の入試制度全般が招来しているさまざまな問題点を緩和し、自発
的な学びの姿勢と勉学への志が重要視されるという本来の状況を取り戻すことを目指しています。
大学院教育に関しては、平成 23 年度から 24 年度にかけて、文部科学省の博士課程教育リーディング
プログラムに京都大学から次の 4件が採択されています：「京都大学大学院思修館」、「グローバル生存
学大学院連携プログラム」、「充実した健康長寿社会を築く総合医療開発リーダー育成プログラム」、「デ
ザイン学大学院連携プログラム」。これらはいずれも俯瞰力と独創力を備え、グローバルに活躍するリー
ダーの育成を目指すプログラムであり、専門分野の枠を超えて博士課程前期・後期一貫の学位プログラ
ムを構築・展開するものです。これらの大学院プログラムの教育には、工学研究科、情報学研究科、エ
ネルギー科学研究科などから多くの教員が参画しております。
ご存じのとおり、昨今の大学を取り巻く状況は、国内外の現状を反映して、一層厳しさを増しています。

国の財政状況の悪化に伴い、 大学の基盤的経費や人件費は前例のないほどのペースで削減されようとし
ています。（一方でこれらの緊縮モードと相容れないような政策が景気浮揚をめざして進められようと
しています。）このような混乱した状況下において、 単純に大学の教育研究機能を縮小・後退させること
は、何としても避けなければなりません。困難な時代にこそ、教育・研究に力を注がなければならない
ことは、米百俵の故事を待つまでもないことです。社会から幅広いご支援とご理解を得ながら、さらに
開かれた大学として成果を目に見える形にして還元してゆく努力をする必要があると考えております。
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編集後記

　昨年より編集のお手伝いをしています。私も本学電気系教室を卒業しましたが、当時ちょうど情報学
研究科が創設されたころで、そちらに進学しました。そのためもあり、「電気」や「電子」についてあ
まり理解していないことも多く、この cue を読みながら色々と勉強しています。このように色々と活用
できる cue ですので、より多くの方に読んでいただけたらと思い、編集に携わっております。最後に、
ご執筆いただいた方々に深く感謝いたします。

[D.K. 記 ]




